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平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ２ ７ 日 
社会保障制度改革国民会議 

 

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

 

国民の安心をつくる成長産業としての“介護” 

 

１． 拠点施設づくりがあってこそ、地域包括ケアが実現する 

  地域包括ケアシステムを実現するためには、在宅サービスの充実と効率化を図るととも

に、高いケア力を有し、包括的に生活を支えるセーフティネット機能を持つ施設サービ

スを、地域の資源・機能として有機的に連携させていくべきである。 

  現在、地域包括支援センターや地域ケア会議などによりコーディネート機能を図ろうと

しているところであるが、地域によって普及状況や現在果たしている役割などに大きく

差異があり、全国で地域包括ケアを行うための安定した基盤となっていくには不十分で

ある。 

  地域の実情に合わせて拠点となるべき主体は幅広く求められるべきである。 

特に、これまで高齢者福祉や介護を中心に、低所得者や障害者等の生活困窮者への支援

も含む多様なニーズに応えてきた社会福祉法人（介護施設）のセーフティネット機能と

豊かなノウハウは、地域包括ケアの現状を補完する主体としての資質を豊富に備えてお

り、大いに活用すべきである。 

  そのために求められるものは、特養ホーム等が積極的に「科学的介護」（根拠に基づきケ

アを行う取り組み…認知症ケア、看取り、おむつゼロ等）を実践することによって“高

機能施設”としての姿を築き、在宅生活を含む地域の介護不安を解消し、安心をつくる

「地域包括ケアの拠点施設」となることである。 

☆全国老施協が推進する「科学的介護」の実践 

○5 つのゼロ ○4 つの自立支援 

おむつゼロ～日中おむつゼロへの挑戦～ 認知症ケア 

骨折ゼロ～骨折ゼロへのリスクマネジメント～ 看取りケア 

拘束ゼロ～科学的認知症ケアの確立～ リハビリテーション 

褥瘡ゼロ～～自立のためのリハビリテーション～ 口腔ケア 

胃瘻ゼロ～口腔機能の正しい理解に基づく介護～  
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○期待に応えられない「旧措置（無挑戦）型社会福祉法人」、だから改革が… 

 社会福祉法人は、1951 年に制定された社会福祉事業法で創設され、行政が行うべき社会

福祉事業を民間で担うということから、施設整備・運営とも公的支出（補助金、委託費）

によって支えられてきた。 

老人福祉事業が介護保険事業に、措置から契約に、運営から経営に変わったわけだが、

社会福祉法人制度はそれに応じた改革がなされてこなかった。 

 先進的な社会福祉法人（介護施設）は収支状況も良く、介護サービスの質向上（原因疾

患別のアプローチや水分補給をベースにした認知症ケア、廃用性症候群の予防と改善を

目指すリハビリテーションを強化するなど、自立支援介護に取り組んでいる）や社会貢

献事業にも積極的である。 

 しかしながら、旧態依然の社会福祉法人（介護施設）では、同族経営的な組織、零細企

業体質、補助金依存型経営を払拭できず、事業の継続性など将来的課題を抱え、効率化

やサービスの質向上にも取り組めない状況が少なからず見受けられる。これらの法人は、

科学的介護にも取り組まず、人材育成のための投資も行わず、利用者負担軽減制度はじ

め生活困窮者への支援の取り組みにも積極的ではない「無挑戦型」である。 

 「無挑戦型」の社会福祉法人（介護施設）では、在宅：332 万人・施設：87 万人にも及

ぶ介護サービス受給者（2012 年 3 月現在）の期待に到底、応えていくことはできない。

自らが「単なる“預かり施設”」からの脱却を図るべきであり、さもなくば市場からの退

出も視野に入れるべきである。 

 さらに一法人一施設にみられる零細企業体質からの脱却も効率化・キャリアパス構築の

観点から必要であり、多様な競争と環境を含有した介護市場の在り方を検討していく中

で、社会福祉法人の構造改革についても大いに議論されるべきである。 

 

２．最低限の介護サービスさえ不可能となる「介護人材枯渇時代」 

2025 年の要介護者 755 万人と必要な介護職員 249 万人（100 万人以上増）…需給計画すら 

 2025 年には要介護・支援認定者数は 755 万人（H22 地域包括ケア研究会報告書）、うち

認知症を持つ方は 470 万人（厚労省推計）に達する。これに対して 249 万人の介護人材

確保（厚労省推計）が必要とされており、現状から 100 万人以上の増員が求められてい

る。 

 介護人材が枯渇し、増員はおろか確保・定着すら十分に出来ない現状にあって、今でさ

え最低限の介護サービスを提供していくことすら危ぶまれている状況下では、一日も早

く国家戦略として具体的な介護人材需給計画を示さなければ、我が国の介護施策そのも

のに対する国民の信頼は失われる。 
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 雇用の受け皿として介護・医療・保育分野に大きな期待が寄せられて久しいところであ

るが、しかしながら現状の社会福祉法人が、他産業からの人材移動を受け入れていくだ

けの力を備えているとは言い難い。成長産業としての介護を担う法人像を示す、新たな

供給体改革（社会福祉法人改革を含め）のための法整備を急がなければならない。 

・介護人材に関する現状では、50.3％の事業所で「職員不足を感じる」とする調査結果（介護労

働安定センターH22 調査）が出されており、同調査では「いまの介護報酬では十分な賃金が払

えない」とする回答も 50.4％に及んでいる。 

・求人倍率については、H21 補正予算による「介護職員処遇改善交付金」によって一時的に改善

が見られた（0.9 倍）が、H23 には 1.53 倍まで悪化した。 

・介護職員の給与については全産業 32.4 万円より 10 万円以上低いとされている。（ホームヘルパ

ー21.8 万円、介護職員 21.6 万円）ただしこの場合、全産業平均との比較における介護職員の平

均勤続年数・平均年齢などの違いを考慮しておかねばならない。 

・こうした格差改善にはキャリアパスの構築も必要な要素の一つといえるが、現在の小規模事業

所優先の政策誘導が続けば、経営上の視点から非正規雇用主体とならざるを得ず、結果として

低賃金構造からの脱却は困難と思われる。 

・介護保険事業は、公定価格であること、運営基準等により結果として介護職員一人当たり収入

（売上）に上限設定がなされていることから、単純に収入増による賃金アップをはかることに

は限界がある。介護報酬体系における人件費率の在り方については、適正な法人・事業所規模

の検証とともに十分な分析が必要である。 

・介護の専門スキル化と評価基準の構築、介護福祉士に可能な医療行為の拡大などを通して介護

マンパワーを正しく評価し、処遇改善を図る施策を国として設けるべきである。 

・同時に EPA（経済連携協定）の拡充などによる外国人介護福祉士候補者の受け入れについても、

介護労働力としての適正な評価・位置付けのもとに推進を図るべきである。 

 

 

３．現状の課題 

 介護保険制度施行以来、「可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう」

にということから在宅サービスの充実が当初からの課題とされてきた。 

 近年は、地域包括ケアシステムの確立を第一に掲げ、地域密着・小規模多機能化を柱に

サービス設計が進められてきた。平成 24 年度でも、24 時間対応できるサービスとして

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」等を中心に、複合型サービスの創設、サービス

付き高齢者向け住宅の整備などが法改正を含め推進されている。 

 しかし、これら在宅での介護は“家族介護”が前提となり、その補完としてのサービス

提供である本質に変わりはない。実態としての世帯状況（高齢者夫婦のみ世帯、高齢者

単独世帯、高齢者とその子世帯の増加等）が急激に変化しているなかで、「老老介護」や

「認認介護」、「介護離職」などが介護に関わる不安としてますます高まっている現実が

ある。要介護高齢者に対する虐待、殺人などが絶えず、家族介護者が男性の場合に多く

発生していることも、これら生活不安の裏返しといえる。 
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 地域包括ケアシステム実現のために地域全体を「居宅」と位置付ける必要性から、介護

保険施設についても介護・看護機能を解体し単なる「住まい」にしていく改革が進行し

ている。その一つが、認知症対応型共同生活介護（以下「グループホーム」という）（定

員 18 人以下）、地域密着型特養（定員 29 人以下））など小規模事業所の整備である。こ

れらは、市町村権限での許認可とされている。 

 小規模事業所の整備は、地域住民に身近な場所で、「寄り添いの介護」を実現する名目で

推奨しているが、経営上から見ても、人員体制、収支状況、サービスの柔軟性・総合性、

安全管理など諸問題があり非効率といわざるを得ない。また、単体の小規模事業所では、

地域全体を支えていくことは困難であり、地域のサービス提供体制が細断されかねない。

なかには「民家改修型」も推奨されており、防火上も安全性に問題があり、将来に渡る

介護分野における負の遺産となることが懸念される。 

 事業的には、大手企業によるチェーンまたはフランチャイズ化が進み、また、貧困ビジ

ネスの温床となるなど、地域社会に密着したサービス提供体制とは程遠い状況も生まれ

ている。 

 

 

４．国民の安心をつくる普遍の介護保険制度を目指して 

…「介護保険料１万円時代」の到来を阻止するための提案 

（１）効率化を図る上で 

 2025 年には、介護保険料負担は第 1 号被保険者で 10,000 円／月、第 2 号被保険者では

11,000 円／月にまで膨らむと推計されている。（日本経済団体連合会提言 H24.11.20） 

 超少子高齢化が進み、労働力人口が激減する中で、社会保障費の抑制は不可避の課題で

ある。介護保険料についても、無駄の撲滅と効率化・重点化をもって「1 万円時代」の

到来を阻止しなければ、我が国の介護施策に対する国民の信頼は崩壊し、介護保険制度

そのものの瓦解を招きかねない。 

 制度の根幹から総点検を行い、国民の「理解と納得」を得られる構造に改革していかな

ければならない。 

 
 
【参考】介護保険制度は、「要介護状態や要支援状態にあるかどうか、要介護状態にあるとすればどの

程度かの判定」を行うため、「全国一律に客観的に」定めた要介護認定基準が設けられている。 
さらに特養では、「入所判定指針」が都道府県・指定都市段階の組織ごとに検討され、個々の施

設で指針により客観的な入所判定を行っている。要介護度、在宅サービス及び家族の状況等を踏

まえた入所判定により、特養における平均要介護度は年々、重度化している。実態として、いわ

ゆる重点化が進行しているのである。 
 
 
 



 
 

5 
 

１）要介護度区分の簡素化・介護認定審査会のあり方等について 

 要介護 5 段階・要支援 2 段階に細分化されたほどの介護ニーズ、介護サービス内容の差

異はない。サービス提供コスト（人的・物的）についても、現行区分ほどの差異はない。

また、介護認定審査会等に要する経費（介護保険に関わる中間経費）も看過できない。 

 要介護度区分を 5 段階から「3 段階」程度に変更、簡素化することも検討すべきである。 

 要支援者に対する介護予防事業についても、要介護者サービスに便宜上「介護予防」を

かぶせただけのものが多く、その効果・必要性の検証を十分行い、サービス内容につい

て検討を行うべきである。また、介護保険対象外として、市町村事業として予防事業を

行う場合には、地域格差を生じないような方策を講じるべきである。 

 要介護認定のシステムについても、一次判定をもとに認定を行い、この結果に不服があ

る場合に介護認定審査会に諮ることとし、現状の不服申立て・再申請手続きの整合性を

諮ることによって簡素化を図るべきである。 

 

２）都道府県負担（施設 17.5%・在宅 12.5%）施設は 5％高の是正 

 介護保険の公費負担割合は、平成 18 年度の三位一体改革により、都道府県の負担区分は

施設給付分が在宅・地域密着区分より 5％高くなっている。 

 都道府県 17.5％となったことにより、都道府県知事許認可の（広域型）特養整備にブレ

ーキが掛かり、市町村長許認可である地域密着型のグループホームや地域密着型特養（29

人）整備にシフトされ、結果として介護事業の非効率化をもたらす要因となっている。 

 効率的な施設サービス提供のためにも、このアンフェアな負担割合は早急に是正すべきで

ある。 

 

３）適正なアセスメントとケアプランを導く…ケアプランの有料化 

 「利用者負担なくしてケアマネジメントの質向上はありえない」として、ケアマネジメン

トの質と同時に、提供される各サービスの必要性についても検証するシステムづくりを目

指し、2010 年にケアプラン作成の有料化が提案されたところである。 

 ケアプランについては、「介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と今後のあり方

に関する検討会」においても、「アセスメントが必ずしも十分でない」「多職種協働が十分

に機能していない」など多くの課題が指摘され、質の向上と評価について検討されている

ところである。 

 負担に見合ったケアプラン作成を推進することで、これまで以上に説明責任を果たすケア

マネジメント業務が求められることとなり、これをもって個々のケアマネジメントに対す

る評価が付与され、ケアマネジャーの地位向上と適正評価のインセンティブとして機能す

ることが期待される。 
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 しかしながら行政の福祉機能が低下する中で、有料化によって介護サービスを必要とする

低所得者や、精神・身体等に障害を有する方々へのサービス提供にあたっての窓口機能の

維持、ケアマネジャーと利用者の公平な関係性の担保などが危惧されており、予め整理し

ておくべき課題は多い。 

 施設においては、介護保険サービス提供の骨格であるケアプランの作成について、更に自

立支援を図るためにケアマネジャーの専従化を図るべきである。 

（２）特別養護老人ホームについて 

 新規整備については全室個室ユニット化に規制し、介護報酬上も格差を設けるなどの政

策誘導が図られ、その先には高額の居住費設定と介護・看護サービス等の外付け化によ

り、サービス付き高齢者向け住宅と変わらぬ方向へと進められようとしている。 

 国民年金（月平均 5.5 万円）のみの世帯層が 2,850 万人と言われる中で、ユニット型個

室（利用料 13 万円以上）への施設入所が現実的には不可能な状況がうみ出されている。 

 介護現場の取り組みとして、複数定員の「多床室（利用料約 8 万円）」では、家具調間仕

切りによるプライバシー確保などが進められている。これらの取り組みを評価するとと

もに地域ニーズに沿った施設整備を推進すべきである。 

 2012 年 3 月現在の介護保険サービス利用者数は、在宅サービス利用者：332 万人、施設

サービス利用者 87 万人（うち特別養護老人ホーム（以下「特養」という）46 万人）で

ある。 

 施設サービスについては、利用者 87 万人のほかに特養入所希望者が少なくとも 42.1 万

人いることが厚労省の調査で明らかになっている。（平成 21 年 12 月調査） 
しかし「在宅のみ」「特養以外の介護施設入所者除外」などの 14 府県の数字を加味する

と約 50 万人の特養入所希望者が存在すると考えられる。 

 このことから、在宅における要介護 3 以上の待機者 12 万人、介護療養型施設・介護老人

保健施設等の特養以外の施設での待機者 10 万人を考慮すると、少なくとも 20 万人分の

特養の緊急整備が必要である。 
地域包括ケアシステムの在り方を議論するにあたっても、こうした現状を見過ごしたま

までは、国民ニーズに則した議論は難しい。 

 

１）全室個室規制及び補足給付について 

 平成 17 年介護保険法改正により、居室・食事に関わる費用は介護給付費対象から除外さ

れた。これにより、居室・食事に関わる費用は、コスト計算に基づき各施設が設定し、

原則、全額利用者負担とされた。 

 人員・設備等に関する基準が個室ユニット型と多床室型で分かれているのは、介護給付

（報酬）単価に差異を設けていることから生じている。しかし、厚生労働省は、都道府
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県・市町村に許認可権限等が委譲されることに伴う「国が定める基準」として、「居室定

員１名」により個室しか認めないこととした。 

 公的保険制度として負担と給付の在り方を整理していくことは、国の制度設計者として

の責任であるが、全額利用者負担（保険外給付）とされた居室に関わる形態については、

本来、地域の生活状況・ニーズを踏まえて事業者の自由裁量とされるべきものである。 

 低所得者に対する特定入所者介護サービス費（補足給付）について、介護保険で継続す

るか、生活保護等の福祉制度で補完するか等は、社会保障制度全体の課題として議論す

べきである。その際、介護保険制度で低所得者対応を行う考え方も、保険料負担と同様

に被保険者間の互助として福祉性を持たせる意義として考慮されてよいのではないか。 

 

２）特別養護老人ホームの内部留保について 

 社会福祉法人の内部留保 1.8 兆円（特養平均３億円）問題が議論されて久しいところで

あるが、社会福祉法人においては配当や法人外資金流出は禁止されており、介護保険事

業等で得た利益は社会福祉事業にしか充当できず、法人本部への充当上限設定など社会

福祉法人の社会的使命発揮に大きな規制が課せられている。 

 しかも新会計基準では、第 4 号基本金の廃止により新たな事業に投資しても法人全体で

は内部留保額は減らない構造になっている。 

 社会福祉法人の会計の透明性を諮る観点からも、「第４号基本金」の再設定だけでなく、

事業の適正な運営・継続に必要な資金について「（仮称）運営責任準備金」・「（仮称）建

替準備基本金」・「大規模修繕積立金」等の目的ある積立金等を設定し、その法人の持つ

資金（内部留保）などの財務状況や経営状況（方針）の明確化が図れる会計制度に改善

すべきである。 

 なお、全国老施協の平成 23 年度収支状況等調査（決算額調査）では、いわゆる内部留保

は 4.2 億円であり、保有する現預金等 2.7 億円のうち２億円は自己金融機能（正味減価

償却費相当額）での資金（いわば建替えのための資金）であり、実質的にはその差額の

6,600 万円程度が内部留保とされるべきものである。 

 この 6,600 万円は年間事業収入の 2.3 ヶ月分であり、介護報酬の精算（収入）が２か月

ずれることなどから事業所は最低限２か月分の運転資金を確保していなければ正常な運

営ができないことからも、過大な資金を内部留保しているとは言えない。 

 



中
村

　第
１
８
０
回
国
会
で
社
会
保
障
と
税

の
一
体
改
革
法
が
成
立
し
、
消
費
増
税
は
可

決
さ
れ
ま
し
た
が
、
医
療
と
介
護
の
将
来
像

は
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
に
全
て
を

委
ね
た
形
に
な
り
ま
し
た
。
し
か
も
、
消
費

税
を
５
％
か
ら
８
％
、
10
％
に
ア
ッ
プ
す
る

の
に
あ
れ
だ
け
難
産
を
極
め
た
に
も
関
わ
ら

ず
、
医
療
保
険
は
も
と
よ
り
、
介
護
保
険
料

の
負
担
は
国
民
の
議
論
な
く
大
幅
に
ア
ッ
プ

さ
れ
ま
す
。
１
号
被
保
険
者
の
２
０
１
２
年

保
険
料
は
５
、０
０
０
円
に
届
く
勢
い
で
あ

り
、
２
号
被
保
険
者
も
４
、６
５
０
円
、
こ

れ
が
２
０
２
５
年
に
は
８
、２
０
０
円
と
、

９
、３
０
０
円
に
上
が
る
と
言
わ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
13
年
後
に
は
社
会
保
障
に
要

す
る
費
用
は
１
・
36
倍
、
う
ち
介
護
は
２
・

36
倍
、
医
療
は
１
・
54
倍
に
も
な
り
ま
す
。

こ
の
領
域
に
身
を
置
く
者
と
し
て
は
、
制
度

の
無
駄
を
精
査
し
、
サ
ー
ビ
ス
も
含
め
た
構

造
改
革
に
着
手
し
、
我
々
事
業
体
及
び
介
護

保
険
制
度
の
２
０
２
５
年
の
在
り
方
像
を
い

か
に
描
く
か
。
早
急
に
、
こ
れ
か
ら
の
あ
る

べ
き
姿
、
事
業
体
と
し
て
の
真
価
を
問
い
直

し
、
先
生
方
の
ご
意
見
を
頂
戴
し
な
が
ら
、

13
年
後
に
向
け
た
ビ
ジ
ョ
ン
を
作
成
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

中
田

　今
、
国
の
進
め
る
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
構
想
に
つ
い
て
、
い
ろ
い
ろ
な
課
題

が
提
起
さ
れ
て
い
ま
す
。
今
年
４
月
か
ら
は

定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
、

複
合
型
サ
ー
ビ
ス
等
の
新
し
い
サ
ー
ビ
ス
が

“２０２５年型
特養ホーム”は
こうあるべき！
「超高齢・介護成熟社会」

…地域包括ケアの中核を担う
　全国老施協では、要介護リスクがピークを迎える2025年を「超高齢・
介護成熟社会」とすべく、有識者のもとで座談会を開催した。
　国民の生活を支える「地域包括ケア」の中核となるべく、介護事業体
の刷新と高機能化を図るとともに、地域をつくる新成長産業として飛躍
するための“2025年型特養ホームのあるべき姿”をご提示いただいた。 

●介護保険制度の基本「自立支援」機能をいかに高めるか
～“預り施設”からの脱却と地域の福祉・介護の拠点
　『循環型特養ホーム』へ～

●「在宅=幸せ」「在宅=安上がり」はもはや固定観念にすぎない…
～国民の真の幸福度と自立支援を確立する介護成熟社会を～

“２０２５年型
特養ホーム”は特養
こうあるべき！こうあるべき！
「超高齢・介護成熟社会」
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創
設
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
整
備
が
進
ん
で
い

な
い
の
が
現
状
で
す
。
こ
れ
に
は
、
さ
ま

ざ
ま
な
要
因
が
あ
り
ま
す
が
、
ひ
と
つ
は
小

規
模
な
事
業
者
で
は
無
理
と
い
う
こ
と
、
ま

た
地
方
で
は
人
材
確
保
難
が
深
刻
で
あ
る
と

い
う
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
そ
う
い
っ
た

状
況
の
中
で
、
特
養
は
２
０
２
５
年
の
高
齢

者
介
護
・
医
療
の
ピ
ー
ク
に
向
け
て
、
持
つ

べ
き
機
能
を
高
め
、
地
域
に
お
い
て
新
た
な

役
割
を
果
た
す
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。
そ
の
最
た
る
テ
ー
マ
、
具
体
的

な
方
策
が
介
護
の
科
学
化
、
根
拠
に
基
づ
い

た
科
学
的
介
護
で
す
。
実
は
、
介
護
保
険
制

度
の
中
で
最
も
欠
け
て
い
る
の
は
自
立
支
援

機
能
で
す
。
施
設
も
在
宅
も
共
通
し
た
課
題

で
は
あ
り
ま
す
が
、
住
ま
い
と
ケ
ア
が
包
括

さ
れ
、
多
職
種
が
チ
ー
ム
で
関
わ
る
特
養
だ

か
ら
こ
そ
、
重
度
要
介
護
高
齢
者
の
自
立
支

援
機
能
を
高
め
る
こ
と
が
可
能
な
の
で
す
。

例
え
ば
排
泄
の
自
立
に
向
け
た
お
む
つ
ゼ
ロ

の
取
り
組
み
も
、
着
実
に
成
果
を
伸
ば
し
て

い
ま
す
。
こ
れ
に
は
廃
用
症
候
群
を
防
ぎ
、

生
活
機
能
の
維
持
・
向
上
の
た
め
の
ケ
ア
の

実
践
も
深
く
か
か
わ
っ
て
い
ま
す
。
口
腔
ケ

ア
に
つ
い
て
も
、
歯
科
医
師
、
歯
科
衛
生
士

と
い
っ
た
専
門
職
と
の
連
携
や
、
介
護
の
職

員
が
提
供
で
き
る
ケ
ア
メ
ニ
ュ
ー
の
普
遍
化

に
向
け
、
実
践
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
を

作
成
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、
認
知

症
ケ
ア
の
重
要
性
に
つ
い
て
は
ご
承
知
の
通

り
で
す
。
厚
生
労
働
省
を
始
め
、
認
知
症
医

療
・
介
護
に
関
わ
る
識
者
や
実
践
者
は
激
増

科学的介護への挑戦
「５つのゼロ　おむつゼロ・胃ろうゼロ・骨折ゼロ・拘束ゼロ・褥瘡ゼロ」
「４つの自立支援　認知症ケア・リハビリケア・口腔ケア・看取りケア」

3 Vol.500 月刊老施協



す
る
認
知
症
高
齢
者
へ
の
有
効
な
キ
ュ
ア
・

ケ
ア
を
模
索
し
て
い
ま
す
が
、
特
養
は
入
所

者
の
８
割
が
認
知
症
で
あ
り
、
そ
の
介
護
の

歴
史
も
長
い
こ
と
か
ら
、
ま
さ
に
特
養
こ
そ

が
そ
の
第
一
線
を
担
っ
て
い
る
の
で
す
。

　

そ
の
認
知
症
介
護
の
実
績
に
、
新
た
な
根

拠
と
ア
プ
ロ
ー
チ
手
法
を
盛
り
込
む
た
め

に
、
現
在
は
原
因
疾
患
の
特
徴
を
踏
ま
え
た

関
わ
り
や
関
連
す
る
医
療
情
報
を
把
握
し
、

適
切
な
薬
剤
管
理
を
行
う
こ
と
を
ケ
ア
プ
ラ

ン
に
反
映
さ
せ
る
モ
デ
ル
を
作
ろ
う
と
し
て

い
ま
す
。
さ
ら
に
、
そ
の
先
に
訪
れ
る
看
取

り
を
ど
う
す
る
か
。
在
宅
医
療
・
介
護
の
体

制
、
家
族
介
護
力
・
地
域
介
護
力
の
衰
退
を

考
え
れ
ば
、
自
宅
で
の
看
取
り
は
望
ま
し
い

け
れ
ど
も
な
か
な
か
難
し
い
。
現
在
特
養
で

看
取
り
を
実
施
し
て
い
る
の
は
、
約
４
割
く

ら
い
で
す
が
、
今
後
は
さ
ら
に
積
極
的
に
全

れ
か
ら
、
社
会
福
祉
法
人
と
し
て
、
地
域
貢

献
は
不
可
欠
で
す
。
法
人
減
免
制
度
等
、
低

所
得
者
対
策
は
も
ち
ろ
ん
、
地
域
の
中
で
社

会
的
弱
者
に
対
す
る
支
援
で
あ
る
と
か
、
雇

用
の
創
出
等
ひ
と
つ
の
産
業
と
し
て
の
使
命

を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
う

い
っ
た
背
景
も
ぜ
ひ
ご
考
慮
い
た
だ
き
な
が

ら
、
皆
様
か
ら
の
ご
意
見
を
頂
け
れ
ば
と
思

い
ま
す
。

古
川

　私
は
厚
生
次
官
、
官
房
副
長
官
を
退

官
し
て
10
年
近
く
に
な
り
ま
す
が
、
現
在
は

東
京
都
社
会
福
祉
協
議
会
会
長
、
社
会
福
祉

法
人
恩
賜
財
団
母
子
愛
育
会
理
事
長
の
職

に
就
い
て
お
り
ま
す
。
そ
う
い
っ
た
関
係

上
、
日
本
の
少
子
高
齢
化
及
び
医
療
・
介
護

の
問
題
に
は
興
味
関
心
を
強
く
持
っ
て
い

る
と
こ
ろ
で
す
。
思
う
と
こ
ろ
を
申
し
ま

て
の
施
設
が
取
り
組

み
、
尊
厳
あ
る
ケ
ア

の
集
大
成
と
し
て
確

立
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
こ
れ
ら
の
ケ

ア
を
標
準
化
し
、
全

て
の
特
養
が
取
り
組

む
こ
と
に
よ
っ
て
、

社
会
的
評
価
の
向
上

に
つ
な
が
り
、
地
域

の
介
護
・
福
祉
拠
点

と
し
て
、
中
核
的
な

存
在
に
成
り
得
る
と

考
え
て
い
ま
す
。
そ

す
と
、
２
０
３
０
年
頃
に
は
75
歳
以
上
が

２
２
０
０
万
人
、
こ
れ
は
大
変
な
数
字
に
見

え
ま
す
が
、
日
本
人
の
寿
命
や
心
身
の
機
能

か
ら
見
れ
ば
、
実
際
は
８
掛
け
く
ら
い
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。
私
は
現
在
78
歳
で
す

が
、
自
分
自
身
で
は
還
暦
を
少
し
過
ぎ
た
程

度
の
認
識
で
す
。
従
っ
て
、
発
想
を
変
え

て
、
平
均
年
齢
が
今
以
上
に
高
く
な
っ
た
場

合
、
サ
ー
ビ
ス
の
受
け
手
と
い
う
概
念
を
捨

て
て
、
元
気
な
時
は
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

側
に
ま
わ
る
、
と
い
う
考
え
方
も
ひ
と
つ
必

要
だ
と
思
い
ま
す
。
も
う
ひ
と
つ
は
、
無
駄

の
排
除
と
い
う
こ
と
で
す
が
、
ま
ず
は
構
造

的
な
無
駄
を
省
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
例
え

ば
、
確
保
が
難
し
い
と
い
う
看
護
師
・
助
産

師
が
全
国
で
60
万
人
か
ら
64
万
人
、
資
格
を

持
っ
て
い
な
が
ら
就
労
し
て
い
な
い
実
態
が

あ
り
ま
す
。
な
ぜ
、
働
く
こ
と
が
で
き
な
い

の
か
。
例
え
ば
結
婚
や
出
産
に
よ
っ
て
退
職

し
、
復
帰
す
る
時
に
、
慣
ら
し
期
間
も
な
く

い
き
な
り
現
場
に
戻
る
の
が
不
安
で
あ
る
と

か
、
勤
務
の
形
態
が
子
育
て
と
両
立
し
に
く

い
と
か
、
社
会
的
な
規
制
・
制
約
が
あ
る
の

が
実
態
で
す
。
資
格
や
志
を
持
っ
た
人
た
ち

が
、
気
持
ち
良
く
参
画
で
き
る
よ
う
な
仕
組

み
が
必
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。

テ
ー
マ
①

介
護
保
険
制
度
の

歴
史
と
変
遷

中
村

　こ
れ
ま
で
の
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ

ム
の
歴
史
を
た
ど
れ
ば
、
広
島
県
の
公
立
み

つ
ぎ
総
合
病
院
の
山
口
昇
先
生
が
始
点
で
、

本
来
は
病
院
・
特
養
を
中
心
と
し
て
在
宅
医

療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
残
念
な
こ
と
に
、
今
般
の
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
構
想
の
概
念
に
は
特
養
は

存
在
し
な
い
も
の
と
し
て
描
か
れ
て
い
ま

す
。
特
養
は
、
ケ
ア
も
、
住
ま
い
も
、
専
門

職
や
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
多
く
の
機
能
を
備
え
な

が
ら
、
地
域
に
お
け
る
中
核
施
設
と
い
う
位

置
付
け
に
な
い
と
さ
れ
て
い
る
の
で
す
。
こ

う
い
っ
た
不
当
な
評
価
に
対
し
て
、
我
々
は

地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
進
化
し
な
く
て
は
な

ら
な
い
、
特
養
が
科
学
的
介
護
を
確
立
し
、

高
機
能
施
設
と
し
て
自
ら
の
存
在
を
再
認
識

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
警
鐘
し
て
い
る
の

で
す
。

古
川

　地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

は
、国
は
在
宅
ケ
ア
を
推
進
し
て
い
ま
す
が
、

二
者
択
一
的
な
議
論
を
す
る
の
は
非
常
に
危

険
で
あ
る
と
思
っ
て
い
ま
す
。
な
ぜ
な
ら
、

在
宅
に
お
け
る
24
時
間
対
応
の
サ
ー
ビ
ス

は
、
現
実
的
に
は
受
け
皿
が
ま
だ
ま
だ
整
っ

て
い
な
い
。数
量
的
に
整
備
し
た
と
し
て
も
、

重
度
化
や
個
々
の
状
態
変
化
に
対
応
す
る
に

は
、
施
設
の
サ
ポ
ー
ト
体
制
が
必
要
な
の
で

す
。
も
う
少
し
、理
想
や
理
念
だ
け
で
な
く
、

現
実
や
地
域
実
態
に
即
し
て
、
踏
み
込
ん
だ

議
論
を
し
な
い
と
、画
と
し
て
は
立
派
で
も
、

結
果
と
し
て
地
域
の
人
々
が
不
幸
に
な
り
か

ね
な
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
ま
た
、

職
関
係

医
療
・
介
護

テ
ー
マ
①

介
護
保
険
制
度
の

歴
史
と
変
遷

全国老施協常任顧問・参議院議員　中村博彦
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施
設
ケ
ア
を
充
実
さ
せ
て
、
そ
こ
で
元
気
に

な
れ
ば
在
宅
へ
戻
す
、
と
い
う
や
り
方
が
あ

り
ま
す
が
、
本
当
に
施
設
で
生
活
し
て
い
た

高
齢
者
が
在
宅
へ
戻
れ
る
の
か
、
ま
だ
ま
だ

現
実
味
が
薄
い
と
感
じ
て
い
ま
す
。
も
ち
ろ

ん
、
施
設
介
護
も
在
宅
介
護
も
も
っ
と
体
制

が
整
え
ば
、
戻
る
と
い
う
選
択
肢
も
あ
る
か

も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
実
際
は
終
の
棲
家
に
な

る
こ
と
が
多
い
。
希
望
を
大
切
に
す
る
こ
と

も
併
せ
て
、
理
想
と
現
実
を
し
っ
か
り
見
据

え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
地
方
で
、
と
な
れ
ば
ま

ず
は
医
師
が
絶
対
的
に
不
足
し
ま
す
。

　

そ
う
す
る
と
、
現
状
の
医
療
・
看
護
の
守

備
範
囲
を
見
直
し
、
看
護
職
や
介
護
職
が
生

活
期
に
必
要
な
一
定
の
医
療
行
為
を
行
う
仕

組
み
で
な
け
れ
ば
、
成
り
立
つ
は
ず
が
あ
り

ま
せ
ん
。
そ
う
い
っ
た
在
宅
生
活
の
在
り
方

も
、
施
設
の
介
護
の
専
門
性
向
上
も
、
最
終

的
に
利
用
す
る
人
た
ち
が
幸
せ
か
幸
せ
で
な

い
か
と
い
う
事
が
、
こ
の
問
題
の
原
点
で
あ

る
と
思
い
ま
す
。

近
藤

　私
は
厚
生
省
社
会
局
施
設
課
の
係

長
、
課
長
を
務
め
、
ま
た
そ
の
後
介
護
保
険

法
の
創
設
に
携
わ
っ
た
経
緯
が
あ
り
ま
す
。

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
概
念
そ
の
も
の

は
、
確
か
に
30
年
前
に
公
立
み
つ
ぎ
総
合
病

院
か
ら
始
ま
っ
て
、
そ
の
当
時
は
ま
だ
医
療

が
中
心
で
す
か
ら
、
地
域
包
括
医
療
、
医
療

の
み
を
指
し
て
い
ま
し
た
。
病
院
で
患
者
を

治
療
し
て
も
、
自
宅
に
戻
れ
ば
す
ぐ
に
寝
た

き
り
に
な
っ
て
し
ま
う
、
そ
の
対
策
と
し
て

地
域
に
医
療
が
出
て
行
く
こ
と
が
必
要
だ
と

考
え
た
の
で
す
。
そ
の
後
、
高
齢
者
保
健
福

祉
推
進
10
ヵ
年
戦
略
（
以
下
、
ゴ
ー
ル
ド
プ

ラ
ン
）
を
は
じ
め
、
介
護
の
シ
ス
テ
ム
が
普

及
し
て
き
た
こ
と
か
ら
、山
口
先
生
は
特
養
、

老
健
、
訪
問
介
護
、
訪
問
看
護
を
作
り
、
地

域
を
包
括
し
た
医
療
・
介
護
の
シ
ス
テ
ム
を

構
築
さ
れ
ま
し
た
。
そ
う
し
て
、
厚
生
労
働

省
は
そ
の
概
念
を
い
わ
ば
借
用
し
た
形
で
、

現
在
の
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
作
り
上

げ
た
、
そ
れ
が
歴
史
的
経
緯
で
す
。
従
っ

て
、
概
念
的
に
は
当
然
、
基
本
は
大
き
な
セ

ン
タ
ー
が
あ
り
、
そ
こ
か
ら
医
療
も
介
護
も

出
か
け
て
行
っ
て
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
地

域
間
や
施
設
・
在
宅
間
の
連
携
を
作
る
。
地

域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
と
は
、
施
設
ケ
ア
と

在
宅
ケ
ア
の
連
携
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、
な
お

か
つ
医
療
と
介
護
の
連
携
シ
ス
テ
ム
な
の
で

す
か
ら
、
現
状
は
全
く
お
か
し
な
話
に
な
っ

て
い
る
わ
け
で
す
。
今
ま
で
で
一
番
実
績
が

あ
っ
て
、
能
力
が
あ
る
の
は
施
設
で
あ
り
、

病
院
で
す
。
施
設
を
中
心
に
ど
う
い
っ
た
形

で
進
め
て
い
く
の
か
を
基
軸
と
し
て
、
今
後

も
そ
う
あ
る
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。
た
だ
、

現
状
で
は
あ
ま
り
に
も
在
宅
サ
ー
ビ
ス
が
貧

弱
で
す
。
特
に
都
市
部
は
、
財
政
的
に
施
設

整
備
を
ど
ん
ど
ん
進
め
る
の
は
難
し
い
こ
と

や
、
近
距
離
に
要
介
護
者
が
多
く
い
る
こ
と

か
ら
、
や
は
り
在
宅
医
療
・
介
護
を
進
め
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
ま
た
こ
こ
で
問

題
が
あ
っ
て
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
拡
充
の
た
め

に
は
住
居
を
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
環
境
に
整
え

る
必
要
が
あ
る
の
で
す
が
、
こ
れ
が
国
土
交

通
省
（
旧
建
設
省
）
の
協
力
が
得
ら
れ
な
い

ま
ま
、
介
護
保
険
制
度
は
ス
タ
ー
ト
し
て

し
ま
い
ま
し
た
。
今
で
こ
そ
、
国
土
交
通
省

は
高
齢
者
の
住
ま
い
の
整
備
に
積
極
的
で
す

が
、
我
々
と
し
て
は
忸
怩
た
る
思
い
で
す
。

　

施
設
と
在
宅
は
両
輪
で
す
か
ら
、
こ
こ
へ

来
て
非
常
に
弱
い
在
宅
サ
ー
ビ
ス
を
強
化
す

る
た
め
に
、
厚
生
労
働
省
は
か
な
り
極
端
な

や
り
方
を
し
た
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
の

が
私
の
推
測
で
す
。
し
か
し
、
団
地
や
大
都

市
部
に
は
在
宅
対
策
が
必
要
で
す
が
、
在
宅

サ
ー
ビ
ス
の
実
情
は
地
方
に
よ
っ
て
異
な
り

ま
す
し
、
過
疎
地
で
24
時
間
体
制
は
と
て
も

無
理
で
し
ょ
う
。

　

も
う
ひ
と
つ
、終
末
期
の
在
り
方
と
し
て
、

延
命
こ
そ
医
療
の
命
と
い
っ
た
現
在
の
価
値

観
か
ら
、
自
然
死
、
平
穏
死
と
い
っ
た
流
れ

を
受
け
入
れ
る
意
識
改
革
が
必
要
で
す
。
尊

厳
死
と
い
っ
た
考
え
方
も
か
な
り
普
及
は
し

て
き
ま
し
た
が
、
む
や
み
や
た
ら
な
延
命
は
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近
感
じ
る
の
は
、
医
療
・
介
護
の
前
に
健
康

寿
命
を
ど
う
や
っ
て
延
ば
す
か
、
そ
の
こ
と

を
も
っ
と
考
え
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と

で
す
。
一
般
に
75
歳
以
上
に
な
る
と
要
介
護

度
が
急
に
高
く
な
る
の
で
す
が
、
仕
事
を
し

て
い
た
り
地
域
で
い
ろ
い
ろ
活
動
を
し
て
い

る
と
、
そ
の
後
の
要
介
護
状
態
に
な
る
確
率

が
大
き
く
違
い
ま
す
。
千
葉
県
柏
市
の
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
お
手
伝
い
を
さ
せ
て
い
た
だ
い

た
り
、
三
重
県
玉
城
町
の
デ
ジ
タ
ル
シ
ニ
ア

の
取
り
組
み
を
見
る
と
、よ
く
わ
か
り
ま
す
。

医
療
技
術
の
問
題
も
あ
る
で
し
ょ
う
が
、
健

康
寿
命
を
ど
う
捉
え
る
の
か
、
社
会
の
シ
ス

テ
ム
全
体
を
変
え
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

す
。
そ
う
い
っ
た
地
域
の
実
情
を
見
て
も
、

厚
生
労
働
省
の
方
針
は
理
念
先
行
が
過
ぎ
る

の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
特
に
介
護
施

策
は
地
域
に
任
せ
る
と
言
っ
て
い
た
は
ず
で

や
め
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
日

本
の
財
政
が
ど
ん
ど
ん
厳
し
く
な
る
中
で
、

社
会
保
障
制
度
の
将
来
的
な
効
率
性
を
考
え

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
今
や
福
祉
の
業
界

は
大
事
業
で
す
か
ら
、
大
事
業
を
支
え
る
た

め
に
は
経
済
の
効
率
性
を
強
く
追
求
し
な
い

と
い
け
な
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

中
村

　今
、
施
設
と
在
宅
は
両
輪
、
と
あ
り

ま
し
た
が
、
現
在
在
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
が

３
１
４
万
人
、施
設
入
所
者
は
84
万
人
で
す
。

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い

る
方
た
ち
の
安
心
度
と
満
足
度
は
ど
う
で

し
ょ
う
か
。
老
老
介
護
、
認
認
介
護
、
介
護

離
職
、
介
護
難
民
…
こ
れ
ら
を
ど
う
解
消
す

る
の
か
。
厚
生
労
働
省
の
目
指
す
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
実
現
で
、
解
決
で
き
る
余

地
が
ど
れ
だ
け
あ
る
の
か
。
効
率
性
と
い
う

観
点
か
ら
見
る
と
、
ま
ず
要
介
護
認
定
の
現

行
制
度
を
見
直
す
時
期
で
は
な
い
か
と
思
い

ま
す
。
要
支
援
か
ら
要
介
護
５
ま
で
、
果
た

し
て
こ
こ
ま
で
微
細
に
分
け
る
必
要
が
あ
る

の
か
、
し
か
も
調
査
か
ら
一
次
判
定
、
二
次

判
定
に
至
る
ま
で
か
な
り
の
費
用
を
要
し
ま

す
。
例
え
ば
ド
イ
ツ
の
よ
う
に
３
段
階
、
と

い
う
方
法
も
あ
る
。
日
本
の
介
護
保
険
制
度

の
無
駄
構
造
に
な
っ
て
い
な
い
か
と
い
う
こ

と
で
す
。
ケ
ア
プ
ラ
ン
作
成
に
か
か
る
利
用

者
負
担
に
つ
い
て
も
、
利
用
者
や
国
民
の
声

を
聞
く
の
は
当
然
と
し
て
、
制
度
と
し
て
の

議
論
が
必
要
と
思
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
私
た

ち
が
問
題
視
し
て
い
る
の
が
、
個
室
ユ
ニ
ッ

ト
型
一
辺
倒
の
施
設
整
備
で
す
。
確
か
に
年

金
収
入
や
所
得
の
あ
る
利
用
者
に
は
い
い
で

し
ょ
う
が
、
国
民
年
金
層
は
平
均
し
て
月
額

５
万
５
千
円
く
ら
い
の
受
給
額
で
す
。
そ
う

い
っ
た
方
た
ち
が
約
３
０
０
０
万
人
を
数
え

る
と
い
う
中
で
、
個
室
ユ
ニ
ッ
ト
施
設
を
標

準
に
し
て
よ
い
の
か
。
い
わ
ば
新
幹
線
の
グ

リ
ー
ン
席
を
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
に
し
て
、
介
護

保
険
制
度
の
持
続
可
能
性
は
担
保
で
き
る
の

で
し
ょ
う
か
。

丹
呉

　財
源
に
つ
い
て
で
す
が
、
私
は
介
護

保
険
制
度
の
創
設
当
時
、
財
務
省
に
在
籍
し

て
お
り
ま
し
た
。
ま
た
２
年
前
に
退
官
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
今
で
も
医
療
・
介
護
の
さ

ま
ざ
ま
な
会
議
に
出
る
こ
と
が
あ
り
ま
す

が
、
高
齢
化
に
伴
っ
て
介
護
だ
け
で
は
な

く
、
高
齢
者
医
療
の
問
題
も
深
刻
で
す
。
最

す
。
そ
れ
が
今
、
非
常
に
二
者
択
一
的
に

な
っ
て
い
る
。日
本
全
国
を
歩
い
て
み
る
と
、

北
海
道
や
新
潟
の
よ
う
な
雪
国
も
あ
る
わ
け

で
、
そ
こ
で
24
時
間
体
制
の
地
域
包
括
ケ
ア

は
で
き
ま
せ
ん
。
国
は
ど
う
し
て
も
財
源
の

問
題
か
ら
、
経
済
成
長
に
見
合
っ
た
形
で
社

会
保
障
給
付
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
の
で
す

が
、
具
体
的
な
仕
組
み
に
つ
い
て
は
、
も
っ

と
地
域
に
裁
量
を
任
せ
る
と
い
う
形
で
よ
い

の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
は
住
ま

い
の
問
題
も
含
め
て
で
あ
っ
て
、
特
養
の
整

備
を
認
め
ず
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

住
宅
が
ど
っ
と
作
ら
れ
る
の
も
お
か
し
な
話

で
す
。
そ
れ
か
ら
、
コ
ス
ト
の
問
題
に
つ
い

て
も
社
会
福
祉
法
人
に
適
用
さ
れ
る
か
ど
う

か
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、
医
療
事
業
者
の
勉
強

会
等
で
は
興
味
深
い
報
告
を
聞
く
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
た
と
え
ば
、
こ
れ
だ
け
情
報
通
信

が
発
達
し
て
い
ま
す
か
ら
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
を
活
用
し
て
在
庫
管
理
を
行
う
等
、
こ
れ

は
科
学
的
介
護
に
も
繋
が
る
部
分
も
あ
る
の

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
デ
ー
タ
に
基
づ
い

て
、
何
が
一
番
有
効
な
の
か
を
き
ち
ん
と
検

証
す
る
こ
と
が
ま
ず
重
要
な
の
で
す
が
、
医

療
の
費
用
対
効
果
分
析
な
ど
も
こ
こ
か
ら
な

さ
れ
て
い
ま
す
。
介
護
の
領
域
で
も
、
看
取

り
や
口
腔
ケ
ア
、
認
知
症
ケ
ア
、
ど
う
い
う

仕
組
み
が
一
番
よ
い
の
か
デ
ー
タ
を
蓄
積
し

て
、
そ
れ
を
厚
生
労
働
省
が
吸
い
上
げ
る
と

い
う
の
が
理
想
的
だ
と
思
い
ま
す
。
社
会
福

祉
法
人
と
い
っ
て
も
、
本
当
に
い
ろ
い
ろ
な

法
人
が
あ
る
の
だ
と
実
感
し
て
い
ま
す
。
社
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ば
な
ら
な
い
の
で
す
。

服
部

　介
護
保
険
制
度
の
作
ら
れ
た
時
代
の

経
緯
を
改
め
て
伺
い
、
様
々
な
思
い
を
感
じ

て
い
ま
す
。
介
護
保
険
制
度
が
始
ま
っ
て
、

も
う
13
年
で
す
が
、
実
は
ド
イ
ツ
で
は
、
介

護
保
険
制
度
の
創
設
後
５
年
で
赤
字
に
な
っ

て
い
ま
す
。
一
方
で
日
本
は
、
介
護
保
険
の

利
用
者
が
３
倍
に
増
加
し
て
も
な
お
、
黒
字

財
政
を
保
っ
て
い
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
厚
生
労

働
省
の
政
策
と
い
う
面
も
あ
り
ま
す
が
、
何

よ
り
も
介
護
現
場
の
努
力
あ
っ
て
の
成
果
で

あ
る
こ
と
を
ま
ず
認
識
し
て
い
た
だ
き
た

い
。

　

私
は
、
現
場
で
12
年
間
、
居
宅
の
ケ
ア
プ

ラ
ン
を
作
成
し
て
き
ま
し
た
。
例
え
ば
在
宅

の
要
介
護
者
で
は
、
住
み
換
え
を
し
な
く
て

も
、
住
宅
を
改
修
す
る
こ
と
で
階
段
や
手
す

会
福
祉
法
人
も
地
域
も
、
も
う
少
し
主
体
的

な
事
業
経
営
が
可
能
に
な
る
よ
う
な
自
立
性

を
高
め
る
仕
組
み
に
も
っ
て
い
く
べ
き
で

す
。
も
ち
ろ
ん
評
価
に
よ
る
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ

ク
の
仕
組
み
も
必
要
で
す
。い
ず
れ
に
せ
よ
、

高
齢
者
施
設
と
い
っ
て
も
特
養
、
老
健
、
有

料
老
人
ホ
ー
ム
も
あ
る
わ
け
で
、
更
に
サ
ー

ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
ケ
ア
住
宅
と
、
ト
ー

タ
ル
と
し
て
高
齢
者
が
満
足
で
き
る
よ
う
な

情
報
発
信
や
横
断
的
な
連
絡
等
を
老
施
協
が

担
っ
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

古
川

　か
つ
て
平
成
６
年
に
厚
生
事
務
次
官

を
務
め
て
い
た
時
に
、
厚
生
省
を
挙
げ
て
介

護
対
策
本
部
と
い
う
組
織
を
立
ち
上
げ
ま
し

た
。わ
れ
わ
れ
は
昭
和
30
年
代
に
入
庁
し
て
、

し
ゃ
か
り
き
に
な
っ
て
日
本
の
社
会
保
障
制

度
の
充
実
の
た
め
に
頑
張
っ
て
き
た
。
し
か

し
、
そ
れ
が
却
っ
て
日
本
人
の
肉
親
の
絆
と

か
、
親
子
の
絆
と
か
を
薄
く
し
た
の
で
は
な

い
か
、
つ
ま
り
公
的
支
援
と
か
社
会
的
支
援

が
逆
に
絆
を
薄
く
し
て
き
た
の
で
は
な
い
か

と
感
じ
る
こ
と
が
あ
る
の
で
す
。数
年
前
に
、

群
馬
県
の
渋
川
市
で
無
届
け
の
高
齢
者
施
設

が
火
災
を
起
こ
し
、
入
所
者
10
人
が
亡
く
な

ら
れ
た
事
件
が
あ
り
ま
し
た
が
、
そ
の
入
所

者
の
ほ
と
ん
ど
が
東
京
都
の
墨
田
区
の
住
民

で
し
た
。
そ
の
後
、
私
ど
も
は
東
京
都
と
協

議
し
、
厚
生
労
働
省
、
全
国
社
会
福
祉
協
議

会
会
長
等
に
お
願
い
し
て
、
都
市
型
軽
費
老

人
ホ
ー
ム（
注
釈
１
）
と
い
う
制
度
を
創
設
し
ま

し
た
。
東
京
は
土
地
が
高
額
で
確
保
が
困
難

で
あ
り
、
施
設
の
建
設
が
進
ま
な
い
こ
と
か

ら
、
入
所
者
は
群
馬
県
渋
川
市
ま
で
受
け
皿

を
求
め
て
移
動
し
て
い
ま
し
た
。
そ
れ
が
、

都
内
の
利
用
可
能
な
土
地
を
活
用
し
て
、
規

制
緩
和
と
財
政
支
援
に
よ
る
都
市
型
軽
費
老

人
ホ
ー
ム
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
も

と
の
居
住
地
の
近
く
で
入
所
で
き
、
身
内
や

知
り
合
い
が
入
所
者
の
と
こ
ろ
へ
集
っ
た
り

す
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま
し
た
。
社
会
保

障
や
介
護
・
福
祉
と
い
う
も
の
は
、
公
的
支

援
、
社
会
的
支
援
が
重
要
で
は
あ
る
け
れ
ど

も
、
そ
れ
が
親
子
・
肉
親
の
絆
を
弱
め
る
も

の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
む
し
ろ
そ
れ
を

強
化
す
る
べ
き
も
の
な
の
で
す
。
そ
し
て
、

財
政
の
問
題
だ
け
で
な
く
、
公
的
支
援
や
社

会
的
支
援
と
は
公
共
の
宝
で
あ
る
こ
と
を
、

利
用
す
る
人
も
医
師
も
施
設
職
員
も
も
っ
と

国
民
運
動
的
な
意
識
で
捉
え
て
い
か
な
け
れ

り
が
改
善
さ
れ
、
転
倒
が
原
因
で
介
護
が
必

要
に
な
る
人
の
数
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
些

細
な
こ
と
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
様
々
な
面

で
サ
ー
ビ
ス
の
効
果
や
財
源
へ
の
影
響
等
を

見
て
行
く
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
先

ほ
ど
、
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
の
話
が
出
ま
し
た

が
、
あ
の
政
策
は
消
費
税
導
入
と
時
期
を
同

丹呉泰健 氏
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1974年　東京大学法学部卒業　大蔵省入省
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1994年　同局主計官（厚生・労働）
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1998年　大臣官房文書課長
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2001年　首相秘書官（小泉純一郎首相）
2006年　財務省大臣官房付
2007年　財務省官房長
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注釈１

都市型軽費老人ホームとは、大都市
における低所得高齢者のすまいの問
題を解決するため、東京都の要請に
よって厚生労働省が平成 22 年４月
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業。従来の軽費老人ホームに比較し
て、入所定員、居室及び共有部分等
の基準が大きく緩和されている。
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じ
く
し
て
策
定
さ
れ
た
も
の
で
し
た
。
10
年

後
の
高
齢
者
施
策
を
ど
う
す
る
の
か
、
具
体

的
な
数
値
目
標
が
示
さ
れ
た
の
は
初
め
て

だ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
あ
の

時
に
、
施
設
か
ら
在
宅
へ
政
策
転
換
が
あ
っ

た
わ
け
で
す
が
、
当
時
の
高
齢
者
世
帯
の
構

成
を
見
る
と
、
３
世
代
同
居
が
最
も
多
か
っ

た
ん
で
す
ね
（
図
１
）。
つ
ま
り
、
ゴ
ー
ル

ド
プ
ラ
ン
の
数
値
目
標
は
、
３
世
代
同
居
を

前
提
と
し
た
も
の
だ
っ
た
と
言
え
る
の
で
す

が
、
そ
れ
が
今
で
は
独
居
が
28
％
、
高
齢
者

夫
婦
の
み
が
33
％
、
３
世
代
同
居
は
１
割
を

切
っ
て
い
ま
す
。
こ
ん
な
状
況
で
、
在
宅
に

介
護
力
が
あ
る
わ
け
が
な
い
。
一
般
的
に
老

老
介
護
と
言
わ
れ
る
も
の
が
、
夫
婦
に
お
け

る
も
の
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
１
０
０
歳
を
超

え
た
親
を
、
70
歳
が
看
取
る
と
い
う
ケ
ー
ス

も
あ
り
ま
す
し
、
こ
こ
ま
で
長
寿
化
が
進
む

に
困
難
に
な
っ
て
い
る
の
は
、
根
本
的
な
問

題
が
あ
る
か
ら
で
す
。
ま
た
、
介
護
保
険
と

医
療
費
の
相
関
性
も
見
過
ご
せ
ま
せ
ん
。
高

騰
す
る
高
齢
者
医
療
の
負
担
を
「
保
健
・
医

療
・
福
祉
」
と
い
う
表
現
に
よ
っ
て
、
新
た

に
で
き
た
介
護
保
険
に
よ
る
対
応
に
切
り
替

え
よ
う
と
し
た
わ
け
で
す
が
、
今
の
地
域
包

括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
も

ま
た
、「
医
療
・
介
護
・
予
防
・
住
ま
い
」

で
す
。
こ
の
「
医
療
」
と
は
何
か
。
地
域
の

病
院
で
は
、
入
院
患
者
の
う
ち
70
歳
以
上
が

58
％
ほ
ど
で
す
。
入
院
と
外
来
と
を
比
較
す

と
、
在
宅
で
介

護
し
よ
う
に
も

現
実
的
に
は
難

し
く
な
っ
て
い

ま
す
。
し
か

し
、
残
念
な
が

ら
介
護
保
険
制

度
は
、
家
族
介

護
力
あ
り
き
の

制
度
設
計
か
ら

抜
け
き
れ
て
い

ま
せ
ん
。
現
行

の
制
度
で
、
在

宅
介
護
が
本
当

出典：平成 24 年版高齢社会白書【内閣府】

（図１）65歳以上の者がいる世帯数及び、構成割合（世帯構造別）

全国老施協　会長　中田清
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ま
す
が
、
平
均
在
院
日
数
を
短
縮
す
る
た
め

に
、
と
も
か
く
胃
ろ
う
を
造
設
し
て
退
院
し

て
も
ら
う
こ
と
に
な
る
。
介
護
施
設
で
は
、

と
に
か
く
毎
日
３
食
を
食
べ
さ
せ
る
こ
と
に

一
生
懸
命
の
あ
ま
り
、
ま
る
で
誤
嚥
性
肺
炎

製
造
工
場
の
よ
う
で
、
病
院
に
運
ば
れ
る
と

胃
ろ
う
製
造
工
場
、
の
悪
循
環
に
な
る
わ
け

で
す
。

　

近
年
で
は
、
医
療
も
意
識
が
変
わ
り
つ
つ

あ
り
ま
す
。高
齢
者
へ
の
医
療
の
関
わ
り
を
、

特
養
等
で
の
実
習
を
通
し
て
、
若
い
医
師
に

学
ば
せ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。
高

齢
に
な
れ
ば
病
態
の
巣
に
な
っ
て
い
ま
す
か

ら
、
そ
れ
を
本
人
の
生
活
や
尊
厳
を
軸
に
ど

う
考
え
、
ど
う
折
り
合
い
を
つ
け
る
か
。
そ

れ
ら
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
の
が
、
こ
れ
か
ら
の

医
師
の
大
事
な
役
割
だ
と
思
い
ま
す
。
そ
う

い
う
意
味
で
は
、
施
設
で
の
介
護
と
い
う
の

は
、
現
実
に
医
療

と
介
護
が
融
合
し

て
、
こ
れ
か
ら
の

高
齢
社
会
の
望
ま

し
い
あ
り
方
を
実

現
で
き
る
良
い
機

会
で
す
。
特
養
は

公
的
な
性
格
も

持
っ
て
い
ま
す
か

ら
、
こ
こ
で
こ
そ

日
本
の
高
齢
者
医

療
・
介
護
の
理
想

を
し
っ
か
り
育

て
、
本
当
の
「
人

る
と
、
１
日
当
た
り
の
医
療
費
は
実
に
３
倍

に
な
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
高
齢
の
入
院
患

者
を
い
か
に
医
療
費
で
は
な
い
介
護
保
険
で

診
る
か
と
い
う
流
れ
の
中
で
、
特
養
は
も
ち

ろ
ん
、
老
健
に
も
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
に
も
看

取
り
加
算
が
作
ら
れ
た
背
景
に
な
っ
た
わ
け

で
す
。

　

在
宅
介
護
に
移
行
で
き
る
状
況
の
方
で
、

本
人
も
希
望
す
る
の
で
あ
れ
ば
理
想
的
で
す

が
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
は
現
実
的
に
十
分
で
は

な
い
。
一
方
で
施
設
に
も
待
機
者
が
並
ん
で

い
て
、入
所
は
容
易
で
は
な
い
。こ
こ
で
、「
住

ま
い
」
と
い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
出
て
き
ま

す
。
施
設
を
整
備
す
る
よ
り
は
、
公
費
の
か

か
ら
な
い
、
高
齢
者
向
け
の
住
ま
い
を
整
え

て
、
集
ま
っ
て
も
ら
え
れ
ば
効
率
的
と
い
う

わ
け
で
す
。
し
か
し
高
齢
者
に
と
っ
て
み
れ

ば
、「
住
ま
い
」
と
言
っ
て
も
長
く
住
み
慣

れ
た
「
我
が
家
」
に
住
ん
で
こ
そ
居
場
所
が

あ
る
わ
け
で
す
か
ら
、
費
用
の
効
率
、
介
護

の
効
率
を
重
視
し
た
住
宅
を
増
や
す
こ
と
は

望
ん
で
い
な
い
で
し
ょ
う
。
ま
た
、
ど
う
し

て
も
24
時
間
専
門
的
な
ケ
ア
が
必
要
な
時
期

が
来
た
時
に
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

住
宅
で
可
能
か
と
い
え
ば
疑
問
で
す
。
施
設

の
ト
ー
タ
ル
ケ
ア
で
あ
る
医
療
も
看
護
も
、

介
護
も
栄
養
も
リ
ハ
ビ
リ
も
、
そ
の
選
択
肢

を
縮
小
し
て
は
い
け
な
い
と
思
い
ま
す
。
そ

れ
を
住
ま
い
で
、
と
な
る
と
、
非
常
に
不
安

な
も
の
に
な
る
か
、
自
費
が
か
か
る
。
い
ず

れ
に
し
て
も
極
め
て
難
し
い
。
特
養
待
機
者

の
問
題
も
、在
宅
介
護
の
限
界
を
実
感
し
て
、

施
設
に
は
い
つ
入
所
で
き
る
か
わ
か
ら
な
い

と
い
う
強
い
不
安
に
駆
ら
れ
て
申
し
込
む
人

も
多
い
わ
け
で
す
か
ら
、
在
宅
生
活
を
少
し

で
も
長
く
サ
ポ
ー
ト
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
拡

充
を
急
ぐ
こ
と
も
必
要
で
す
。
そ
し
て
最
後

に
在
宅
が
難
し
く
な
っ
た
と
き
、
ト
ー
タ
ル

的
な
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
と
い
う
安
心

の
選
択
肢
が
あ
る
こ
と
が
何
よ
り
も
重
要
な

の
で
す
。
私
自
身
も
看
取
り
ケ
ア
に
関
わ
っ

た
経
験
は
あ
り
ま
す
が
、
看
取
り
は
医
療
で

は
な
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
、
痛

み
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
等
、
医
療
の
対
応
は
必

要
で
す
が
、
コ
ア
は
介
護
に
あ
る
と
思
い
ま

す
。
本
当
に
安
ら
か
に
、
心
落
ち
着
い
て
最

期
の
と
き
を
迎
え
る
と
い
う
環
境
づ
く
り
も

含
め
、
最
後
の
砦
を
き
っ
ち
り
と
確
保
す
る

こ
と
は
、
日
本
の
高
齢
者
介
護
か
ら
絶
対
に

外
し
て
は
な
ら
な
い
要
件
で
す
。

石
飛

　高
齢
者
は
老
衰
で
亡
く
な
る
、
そ
の

単
純
な
事
実
に
医
療
が
ど
こ
ま
で
介
入
す
べ

き
か
、
と
い
う
問
題
で
す
ね
。
日
本
の
医
療

は
出
来
高
払
い
で
、
介
入
し
よ
う
と
す
れ
ば

い
く
ら
で
も
で
き
る
。
適
切
な
医
療
は
当
然

必
要
で
す
が
、
自
力
で
寝
返
り
も
打
て
な
い

寝
た
き
り
の
高
齢
者
に
対
し
て
、
40
万
人
、

50
万
人
も
胃
ろ
う
を
造
設
し
て
い
る
の
は
日

本
だ
け
で
す
。
急
性
期
病
院
で
は
、
つ
い
先

日
も
搬
送
さ
れ
て
き
た
高
齢
者
が
ま
た
誤
嚥

性
肺
炎
で
運
ば
れ
て
来
る
。若
い
医
師
は「
自

分
達
は
何
を
す
れ
ば
い
い
ん
だ
」
と
い
う
思

い
に
悩
み
な
が
ら
、
結
局
は
肺
炎
を
治
療
し

生
」
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
、
世
界
に
冠
た

る
立
派
な
国
と
し
て
成
熟
す
る
場
と
な
っ
て

い
く
べ
き
で
す
。

中
田

　石
飛
先
生
は
、
先
般
『
平
穏
死
と
い

う
選
択
』と
い
う
著
書
を
執
筆
さ
れ
ま
し
て
、

現
役
の
特
養
の
常
勤
医
師
と
い
う
お
立
場
か

ら
、
我
が
国
の
高
齢
者
の
終
末
期
の
あ
り
方

に
つ
い
て
大
き
な
提
言
を
投
げ
か
け
ら
れ
て

い
ま
す
。
現
在
、
特
養
の
半
数
近
く
が
看
取

り
介
護
を
実
践
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
か
ら

急
速
に
増
加
す
る
看
取
り
の
場
の
確
保
の
問

題
を
考
え
る
と
、
す
べ
て
の
特
養
が
取
り
組

ま
ね
ば
な
ら
な
い
テ
ー
マ
で
す
。
し
か
し
、

今
の
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
で
は
、
そ
の

特
養
の
機
能
を
分
解
し
て
、「
家
」「
住
ま
い
」

と
い
う
位
置
づ
け
に
、
と
い
う
流
れ
に
向

か
っ
て
い
る
わ
け
で
す
。
現
行
の
パ
ッ
ケ
ー

服部メディカル研究所　所長
立教大学コミュニティ福祉学部　福祉学科　講師（前教授）

服部万里子 氏
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が
っ
て
、
右
に
表
さ
れ
て
い
る
２
０
２
５
年

で
は
在
宅
サ
ー
ビ
ス
が
こ
ん
な
に
も
拡
充

さ
れ
ま
す
、
居
住
系
が
こ
ん
な
に
整
備
さ

れ
ま
す
と
書
い
て
あ
り
ま
す
が
、
実
際
は

２
０
１
１
年
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
71
％

が
在
宅
で
す
か
ら
、
も
と
も
と
の
想
定
が
異

な
っ
て
お
り
、
２
０
２
５
年
が
こ
の
図
の
通

り
に
な
る
わ
け
が
な
い
。
実
数
に
基
づ
い
て

い
な
が
ら
、
デ
ー
タ
と
し
て
は
正
し
く
な
い

わ
け
で
す
（
図
３
）。
急
性
期
医
療
に
力
を

ジ
に
な
っ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
を
、
た
と
え
ば

ケ
ア
も
、
医
療
も
相
談
支
援
も
外
か
ら
持
っ

て
く
る
、
そ
う
い
っ
た
中
で
看
取
り
ま
で
を

求
め
よ
う
と
し
て
い
る
。
我
々
と
し
て
は
、

施
設
も
在
宅
も
車
の
両
輪
と
し
て
互
い
に
機

能
し
て
こ
そ
、
と
訴
え
て
い
る
の
で
す
が
、

や
は
り
、
家
族
介
護
力
を
前
提
と
し
た
在
宅

サ
ー
ビ
ス
路
線
は
顕
著
で
あ
り
、
そ
こ
に
強

い
危
機
意
識
を
持
っ
て
い
る
わ
け
で
す
。

服
部

　実
は
、
厚
生
労
働
省
の
示
し
た
図
そ

の
も
の
に
矛
盾
が
あ
り
ま
す
（
図
２
）。
こ

の
図
は
２
０
１
１
年
の
実
績
に
基
づ
い
て
お

り
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
は
３
０
４
万
人

な
の
で
す
が
、
こ
の
図
で
は
居
住
系
サ
ー
ビ

ス
の
31
万
人
と
同
じ
く
ら
い
の
幅
で
描
か
れ

て
い
ま
す
。
他
の
施
設
も
療
養
病
床
も
一
般

病
棟
も
そ
れ
ぞ
れ
の
実
績
に
見
合
っ
た
幅
で

描
か
れ
て
い
る
の
に
、
な
ぜ
在
宅
サ
ー
ビ
ス

の
部
分
だ
け
縮
尺
が
異
な
る
の
か
。
し
た

入
れ
て
、
回
復
さ
え
す
れ
ば
患
者
数
が
減
少

す
る
と
い
う
考
え
方
が
あ
っ
て
、
そ
こ
に
重

点
が
置
か
れ
て
い
る
の
は
わ
か
り
ま
す
。
し

か
し
、
こ
れ
か
ら
増
加
す
る
の
は
、
要
介
護

度
が
重
く
、
医
療
ニ
ー
ズ
の
必
要
度
が
高
い

人
た
ち
で
あ
っ
て
、
そ
の
人
た
ち
は
ど
こ
が

受
け
皿
と
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。
も
ち
ろ
ん

在
宅
と
い
う
選
択
も
あ
り
ま
す
が
、
圧
倒
的

な
人
数
が
難
民
化
す
る
と
思
い
ま
す
。
こ
れ

か
ら
の
特
養
は
、
医
療
と
の
連
携
が
必
要
で

す
が
、
む
し
ろ
ナ
ー
シ
ン
グ
ホ
ー
ム
的
な
意

味
合
い
が
必
要
で
あ
り
、
介
護
職
の
医
行
為

に
し
て
も
医
療
・
看
護
・
介
護
の
流
れ
に
よ

る
連
携
で
な
け
れ
ば
、
非
常
に
リ
ス
ク
が
大

き
く
な
り
ま
す
。
増
加
す
る
医
療
ニ
ー
ズ
に

対
し
て
、
介
護
職
が
医
行
為
を
す
れ
ば
解
決

す
る
と
い
う
の
は
一
面
的
過
ぎ
ま
す
。
特
養

に
お
い
て
は
、
ま
ず
は
看
護
・
介
護
、
そ
し

て
施
設
長
に
は
医
師
が
少
な
い
わ
け
で
す
か

ら
、
医
療
を
確
保
す
る
。
そ
う
し
て
一
体
的

に
サ
ー
ビ
ス
提
供
が
可
能
な
施
設
を
、
地
域

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
中
で
選
択
肢
と
し
て

必
ず
一
つ
入
れ
て
お
か
な
け
れ
ば
、
行
き
場

所
が
な
く
な
る
人
が
必
ず
出
て
き
ま
す
。

石
飛

　そ
の
と
お
り
だ
と
思
い
ま
す
。
終
末

期
の
医
療
は
、
人
生
途
上
の
病
気
の
治
療
と

は
異
な
り
ま
す
。
ど
ん
な
医
療
技
術
を
も
っ

て
し
て
も
根
治
で
き
な
い
状
態
ば
か
り
で

す
。
そ
れ
を
、「
こ
れ
は
医
療
行
為
が
必
要

で
す
」「
こ
れ
は
医
療
行
為
の
対
象
で
は
あ

り
ま
せ
ん
」
と
、
そ
の
仕
分
け
が
で
き
る
の

介護療養病床

高度急性期

一般急性期

亜急性期等

長期療養

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

【2011(H23)年】 【2025(H37)年】【2015(H27)年】

（高度急性期）

（一般急性期）

（亜急性期等）

医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

介護療養病床

介護施設
（92万人分）

居住系サービス
（31万人分）

在宅サービス

介護保険法改正法案
地域包括ケアに向けた取組

○介護療養廃止６年（2017(H29)
年度末まで）猶予

○24時間巡回型サービス
○介護職員による喀痰吸引

など

医療提供体制改革の課題
医療機能分化の推進

○急性期強化、リハ機能等の確
保・強化など機能分化・強化

○在宅医療の計画的整備
○医師確保策の強化 など

報酬同時改定（2012）の課題
医療・介護の連携強化

○入院～在宅に亘る連携強化

○慢性期対応の医療・介護
サービスの確保
○在宅医療・訪問看護の充実

など

一般病床

長期療養
(医療療養等)

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

【2011(H23)年】 【2025(H37)年】

将来像に向けての医療・介護機能再編の方向性イメージ

高度急性期

一般急性期

亜急性期等

長期療養

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

介護施設
（92万人分）

居住系サービス（特定施設、GH）
（31万人分）

在宅サービス
（304万床）

【取組の方向性】
◯入院医療の機能分化・強化と連携
 ・ 急性期への医療資源集中投入
 ・ 亜急性期、慢性期医療の機能強化　　等
◯在宅医療の充実
 ・ 看取りを含め在宅医療を担う診療所等の機能強化
 ・ 訪問看護等の計画的整備　　等
◯在宅介護の充実
 ・ 地域包括ケア体制の整備
 ・ ケアマネジメント機能の強化　　等

【患者・利用者の方々】
 ・ 病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰
 ・ 医療や介護が必要になっても、住み慣れた地域での暮らしを継続

2010年以降、診療報酬・介護報酬の体系的見直し

基盤整備のための一括的法整備（2012年目途法案化）

○ 病院・病床機能の役割分担を通じてより効果的・効率的な提供体制を構築するため、「高度急性期」、「一般急性期」、「亜急性期」など、
ニーズに合わせた機能分化・集約化と連携強化を図る。併せて、地域の実情に応じて幅広い医療を担う機能も含めて、新たな体制を段階
的に構築する。医療機能の分化・強化と効率化の推進によって、高齢化に伴い増大するニーズに対応しつつ、概ね現行の病床数レベルの
下でより高機能の体制構築を目指す。
○ 医療ニーズの状態像により、医療・介護サービスの適切な機能分担をするとともに、居住系、在宅サービスを充実する。

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

「
施
設
」
か
ら
「
地
域
」
へ
・
「
医
療
」
か
ら
「
介
護
」
へ

相

互

の

連

携

深

化

「
施
設
」
か
ら
「
地
域
」
へ
・
「
医
療
」
か
ら
「
介
護
」
へ

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

相

互

の

連

携

深

化

○
居
住
系
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
更
な
る
拡
充

　
　な
ど

○
機
能
分
化
の
徹
底
と
連
携
の
更
な
る
強
化

（図２）

（図３）23年の在宅は（服部氏修正）
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は
や
は
り
医
師
で
す
。
本
来
で
あ
れ
ば
介
護

保
険
制
度
が
で
き
た
時
に
、
そ
う
い
っ
た
本

当
の
意
味
で
の
医
療
と
介
護
の
連
携
が
考
え

ら
れ
る
か
と
期
待
し
ま
し
た
が
、
現
実
は
縦

割
り
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
介
護
施
設

で
必
要
な
医
療
行
為
を
行
っ
て
も
、
診
療
報

酬
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
か
ら
、
全
部
外
部
の

医
療
機
関
に
出
来
高
払
い
で
や
っ
て
も
ら
っ

て
く
だ
さ
い
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
常
勤

医
師
が
い
る
特
養
は
稀
で
す
。そ
う
す
る
と
、

入
所
者
の
日
ご
ろ
の
状
態
や
老
衰
の
下
り
坂

を
よ
く
把
握
し
て
い
な
い
医
師
が
、
看
護
師

か
ら
症
状
だ
け
を
聞
き
取
っ
て
検
査
だ
薬
だ

と
処
置
を
す
る
。
出
来
高
払
い
の
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
で
動
き
ま
す
か
ら
、
本
人
に
と
っ
て

何
が
本
当
に
必
要
か
と
か
、
何
が
本
人
の
た

め
に
な
る
の
か
と
か
は
当
然
考
え
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
実
は
介
護
の
現
場
で
日
夜
入
所
者

に
接
し
て
い
る
介
護
職
員
は
、
む
し
ろ
そ
の

こ
と
を
中
心
に
捉
え
、
し
っ
か
り
考
え
て
い

る
の
で
す
。
し
か
し
、
そ
れ
が
本
人
を
中
心

に
う
ま
く
繋
が
ら
な
い
、
と
い
う
こ
と
な
ん

で
す
ね
。

テ
ー
マ
②

社
会
福
祉
法
人
の
分
水
嶺

中
村

　今
、
わ
れ
わ
れ
社
会
福
祉
法
人
を

巡
っ
て
の
さ
ま
ざ
ま
な
論
議
の
ひ
と
つ
と
し

て
、収
支
差
額
の
格
差
の
問
題
が
あ
り
ま
す
。

同
じ
介
護
報
酬
に
基
づ
い
て
、
同
じ
介
護
保

険
施
設
を
経
営
し
て
い
な
が
ら
、
実
に
28
・

３
％
は
赤
字
経
営
で
す
。
老
健
も
同
様
に
分

析
し
ま
す
と
、
32
・
４
％
が
赤
字
と
な
っ
て

い
ま
す
（
図
４
）。
効
率
や
コ
ス
ト
を
促
す

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
有
無
に
よ
っ
て
、
利
益
率
の

格
差
が
大
変
大
き
い
。
老
健
も
同
じ
よ
う
な

比
率
が
見
ら
れ
ま
す
。
そ
の
一
方
で
、
特
養

の
繰
越
金
、
い
わ
ゆ
る
内
部
留
保
の
問
題
が

取
り
沙
汰
さ
れ
、
現
在
約
２
兆
円
に
な
っ
て

い
る
だ
ろ
う
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
１
施
設

あ
た
り
約
３
億
円
に
な
る
わ
け
で
す
が
、
財

務
省
も
調
査
を
行
い
、
厚
生
労
働
省
も
そ
の

考
え
方
に
言
及
し
始
め
て
い
ま
す
。
我
々
に

し
て
み
れ
ば
、
責
任
準
備
金
（
運
転
資
金
、

修
繕
・
人
件
費
積
立
（
引
当
）
等
）
は
当
然

必
要
で
す
し
、
今
や
大
規
模
修
繕
、
減
価
償

却
が
終
わ
っ
て
建
て
替
え
る
場
合
で
も
、
か

つ
て
の
よ
う
な
補
助
金
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し

か
も
内
部
留
保
は
現
預
金
だ
け
で
は
な
い
の

で
す
。
事
業
拡
充
の
た
め
に
資
金
を
投
入
し

て
も
、
資
産
に
変
わ
る
だ
け
で
帳
簿
上
の
額

が
減
ら
な
い
会

計
処
理
上
の
問

題
が
あ
る
。
例

え
ば
特
養
の
内

部
留
保
を
、
新

た
な
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
建
設
資

金
の
一
部
に
充

て
た
場
合
、
繰

入
金
の
相
当
額

が
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
の
固
定

資
産
（
建
物
の

一
部
、
し
か
も

基
本
財
産
）
と

な
り
、
グ
ル
ー

プ
ホ
ー
ム
の
内
部
留
保
が
そ
の
額
だ
け
増
加

す
る
仕
組
み
で
す
。
そ
れ
を
含
め
て
、
こ
の

テ
ー
マ
②

社
会
福
祉
法
人
の
分
水
嶺

特別養護老人ホーム「芦花ホーム」医師

石飛幸三 氏

（図４）介護施設収支差率分布（特養・老健） 出典：厚労省・平成 22 年度介護保険事業経営概況調査（H23.7.14 公表）
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中
村

　先
般
、
東
京
都
の
石
原
慎
太
郎
知
事

が
辞
任
す
る
時
に
、
そ
の
実
績
の
中
で
認
証

保
育
園
に
つ
い
て
触
れ
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

東
京
都
が
独
自
で
設
け
た
基
準（
認
証
基
準
）

の
制
度
で
す
が
、
厚
生
労
働
省
の
定
め
る
認

可
保
育
園
の
み
で
の
対
応
で
あ
っ
た
ら
、
大

都
市
の
ニ
ー
ズ
に
到
底
、
応
え
ら
れ
な
か
っ

た
で
し
ょ
う
。
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
、
シ
ャ
ー
プ

と
い
っ
た
大
手
企
業
が
ど
ん
ど
ん
海
外
へ
移

転
、
流
出
す
る
中
で
、
介
護
は
新
成
長
産
業

と
し
て
わ
が
国
の
経
済
再
生
を
担
う
立
場
で

す
。
し
か
し
、
そ
の
雇

用
の
受
け
皿
が
一
法
人

一
施
設
の
、
キ
ャ
リ
ア

パ
ス
も
つ
く
れ
な
い
、

い
わ
ば
零
細
中
小
法
人

で
あ
る
た
め
に
、
常
に

人
材
確
保
と
育
成
を
課

題
と
し
て
い
ま
す
（
図

５
）。
厚
生
労
働
省
は

こ
れ
ま
で
、
旧
措
置
型

の
ま
ま
社
会
福
祉
法
人

を
放
置
し
、
人
材
確
保

対
策
も
抜
本
的
な
改
革

は
な
さ
れ
ま
せ
ん
で
し

た
。
こ
れ
は
ま
さ
に
官

の
弊
害
以
外
の
何
物
で

も
あ
り
ま
せ
ん
。
同
族

経
営
の
、
風
通
し
の
悪

い
職
場
で
魅
力
あ
る
職

員
が
育
つ
か
ど
う
か
を

考
え
れ
ば
、
改
革
が
必

内
部
留
保
を
考
え
て
い
か
な
い
と
い
け
な
い

の
で
す
が
、
残
念
な
の
は
科
学
的
介
護
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
な
い
施
設
は
、
ケ
ア

の
質
向
上
も
収
支
差
額
管
理
に
も
ガ
バ
ナ
ン

ス
が
な
い
。
経
営
理
念
の
徹
底
や
人
材
の
育

成
、
確
保
、
コ
ス
ト
管
理
体
制
等
が
徹
底
し

て
い
な
い
と
、
専
門
性
の
高
い
ケ
ア
の
提
供

は
実
現
で
き
な
い
か
ら
で
す
。こ
う
な
る
と
、

従
来
型
の
旧
態
依
然
と
し
た
社
会
福
祉
法
人

で
果
た
し
て
そ
れ
が
成
し
得
る
の
か
。
以
前

の
措
置
時
代
の
受
け
皿
に
過
ぎ
な
か
っ
た
社

会
福
祉
法
人
が
、
ど
う
自
ら
を
刷
新
し
、
進

化
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
、
私
は
そ
の
た
め

に
は
供
給
体
改
革
し
か
な
い
と
訴
え
て
い
ま

す
。
介
護
保
険
制
度
導
入
以
前
は
、
厚
生
労

働
省
内
で
は
受
け
皿
と
し
て
の
具
体
案
は
議

論
さ
れ
な
か
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

近
藤

　現
在
は
ま
ず
、
公
益
法
人
制
度
改
革

か
ら
始
め
た
と
こ
ろ
で
す
。
も
は
や
死
に
体

と
な
っ
た
公
益
法
人
は
、
新
た
な
制
度
へ
移

行
し
、
衣
替
え
を
す
る
と
い
う
改
革
で
す

が
、
こ
れ
ら
が
２
０
０
８
年
か
ら
５
年
以
内

に
移
行
し
、
一
段
落
着
け
ば
、
次
な
る
法
人

改
革
に
着
手
す
る
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま

す
。
し
か
し
、そ
の
他
の
法
人
と
言
っ
て
も
、

そ
う
単
純
な
話
で
は
な
い
で
し
ょ
う
し
、
例

え
社
会
福
祉
法
人
を
変
え
た
と
こ
ろ
で
、
そ

ん
な
に
劇
的
な
変
化
が
あ
る
と
も
思
え
ま
せ

ん
。
お
そ
ら
く
、
今
の
一
般
財
団
法
人
や
社

団
法
人
、
も
し
く
は
公
益
財
団
の
よ
う
な
形

に
な
る
程
度
で
し
ょ
う
か
ら
、
実
態
と
し
て

は
何
も
変
わ
ら
ず
、
組
織
の
形
態
が
変
わ
る

だ
け
で
し
ょ
う
。
む
し
ろ
経
営
問
題
が
主
題

で
あ
る
べ
き
で
す
か
ら
、
個
々
の
法
人
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
問
題
と
考
え
ざ
る
を
得
ま
せ

ん
。

丹
呉

　財
務
省
の
立
場
や
視
点
か
ら
見
る

と
、
介
護
保
険
制
度
が
導
入
さ
れ
た
時
に
、

在
宅
サ
ー
ビ
ス
に
は
民
間
事
業
体
が
認
め
ら

れ
ま
し
た
が
、
施
設
サ
ー
ビ
ス
に
は
一
切
入

ら
な
い
ま
ま
で
し
た
か
ら
、
い
ず
れ
そ
の
問

題
が
出
て
く
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い

ま
し
た
。
あ
の
時
点
で
す
ぐ
解
決
で
き
る
問

題
で
も
な
か
っ
た
の
で
す
が
、
そ
の
後
は
保

育
所
に
も
、
株
式
会
社
等
が
参
入
し
て
き
て

い
ま
す
。
一
方
、
同
じ
社
会
福
祉
法
人
で
も

こ
れ
だ
け
収
支
差
額
管
理
に
も
違
い
が
生
じ

て
い
て
、
努
力
す
る
法
人
、
熱
心
な
取
り
組

み
を
す
る
法
人
、
様
々
な
中
で
介
護
報
酬
も

働
く
職
員
の
待
遇
も
同
じ
よ
う
な
レ
ベ
ル
、

と
い
う
仕
組
み
が
本
当
に
よ
い
の
か
。
で

は
、
社
会
福
祉
法
人
以
外
を
事
業
体
と
し
て

認
め
る
場
合
、
ど
こ
ま
で
を
対
象
と
す
る
の

か
、
民
間
法
人
や
株
式
会
社
ま
で
含
め
る
の

か
、
形
態
は
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
私
個
人
と
し

て
は
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
に
民
間
事
業
体
が
参

入
し
て
、
課
題
も
あ
っ
た
け
れ
ど
結
果
と
し

て
淘
汰
も
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
す
か
ら
、
や

は
り
社
会
福
祉
法
人
だ
け
で
は
な
い
と
い
う

姿
も
あ
り
得
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い

ま
す
。

要
で
あ
る
こ
と
は
議
論
の
余
地
が
な
い
と
思

い
ま
す
。

古
川

　今
、
私
が
理
事
長
を
務
め
る
法
人
で

も
、
１
６
０
名
く
ら
い
の
規
模
の
幼
稚
園
を

経
営
し
て
い
ま
す
。
そ
の
他
に
０
〜
２
歳
の

認
証
保
育
園
を
23
名
定
員
で
作
っ
た
と
こ

ろ
、
１
０
０
人
く
ら
い
の
待
機
者
が
い
る
ん

で
す
ね
。
東
京
都
も
ほ
と
ん
ど
が
一
法
人
一

施
設
で
す
か
ら
、
施
設
が
主
で
法
人
が
従
に

な
っ
て
し
ま
い
、
職
員
も
ひ
と
つ
の
業
種
の

介護・福祉の人材不足深刻！

0.0

0.25

0.5

0.75

1.0

1.25

1.5

1.75

2.0

有
効
求
人
倍
率（
倍
）

0.76

0.43

0.95

1.68

1.79

1.04

0.76
0.98

1.64

1.41

2008 年
4月

2009 年
4月

2010 年
4月

2011 年
4月

高齢者施設 1.53 倍
保育園 1.66 倍

職種別有効求人倍率

保育士　1.51 倍

介護士　1.70 倍

看護師  19.66 倍

出典：福祉新聞 (H24.6.18)
全国社会福祉協議会・中央福祉人材センター調べ

全産業平均

福祉分野

（図５）福祉分野と全産業の有効求人倍率

出典：福祉新聞（H24.6.18）全国社会福祉協議会・中央福祉人材センター調べ
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み
で
刺
激
が
な
い
。
東
京
都
で
は
、
現
在
同

業
種
の
施
設
職
員
の
希
望
を
募
っ
て
、
施
設

の
経
営
や
待
遇
を
含
め
て
交
流
す
る
こ
と
を

検
討
し
て
い
ま
す
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
一

法
人
一
施
設
と
い
っ
た
体
系
で
は
、
社
会
福

祉
法
人
は
立
ち
行
か
な
く
な
る
で
し
ょ
う
。

後
継
者
問
題
も
あ
り
ま
す
。
確
か
に
、
昭
和

30
年
代
、
40
年
代
か
ら
本
当
に
家
族
経
営
で

苦
労
し
て
や
っ
て
き
た
法
人
も
あ
っ
て
、
そ

う
い
う
法
人
は
熱
意
も
も
の
す
ご
く
強
い
。

し
か
し
、
や
は
り
経
営
者
が
70
歳
、
80
歳
と

な
っ
て
く
れ
ば
、
い
か
に
し
て
新
た
な
世
代

へ
バ
ト
ン
タ
ッ
チ
し
て
い
く
か
、
次
代
を
つ

が
あ
っ
た
よ
う
に
、
課
題
を
抱
え
た
ま
ま
の

社
会
福
祉
法
人
が
、
そ
れ
ら
を
代
わ
っ
て
担

う
役
割
を
果
た
せ
る
の
か
。
全
国
老
施
協
に

は
、
そ
の
仕
組
み
の
提
言
を
期
待
し
た
い
。

テ
ー
マ
③

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

構
想
に
お
け
る
特
養
の

真
価
と
展
望　
　
　
　
　
　
　

服
部

　内
部
留
保
の
問
題
が
出
ま
し
た
が
、

私
は
こ
の
繰
越
金
な
く
し
て
は
、
老
朽
化
に

伴
う
修
繕
や
建
て
替
え
は
絶
対
に
で
き
な

い
、
と
も
っ
と
強
く
訴

え
る
べ
き
だ
と
思
っ
て

い
ま
す
。
ど
ん
な
社
会

福
祉
法
人
に
聞
い
て

も
、
ど
こ
に
も
絶
対
に

必
要
な
も
の
で
す
。
た

だ
、ど
う
い
っ
た
計
画
、

ど
う
い
っ
た
目
的
で
必

要
な
の
か
、
そ
の
説
明

が
不
十
分
な
の
だ
と
思

い
ま
す
。
そ
れ
か
ら
、

個
室
化
が
進
め
ら
れ
る

中
で
、
建
て
替
え
を
す

る
特
養
の
入
所
者
、
家

族
に
対
し
て
、
居
室
形

態
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
を
取
っ
た
施
設
が
あ

り
ま
し
た
が
、
一
番
希

望
が
多
か
っ
た
の
は
２

く
る
こ
と
も
重
要
で
す
。
施
設
の
老
朽
化
ひ

と
つ
と
っ
て
も
、
財
源
問
題
は
も
ち
ろ
ん
、

実
際
に
施
設
が
運
営
し
て
い
る
状
態
で
建
て

替
え
る
の
は
大
変
で
す
。
社
会
福
祉
法
人
は

今
や
、
経
営
上
も
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト
も
一
法

人
一
施
設
と
い
う
形
態
に
お
い
て
は
、
大
き

な
曲
が
り
角
に
来
て
い
ま
す
。

丹
呉

　地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
と
い
う
政

策
は
、
さ
な
が
ら
文
部
科
学
省
の
ゆ
と
り
教

育
の
よ
う
に
、
や
や
理
念
先
行
と
い
う
気
が

し
ま
す
。
次
は
、
ど
う
見
直
し
を
図
る
か
。

在
宅
で
無
理
で
あ
れ
ば
、
今
も
色
々
な
議
論

人
部
屋
で
し
た
。多
床
室
で
あ
っ
て
も
、パ
ー

テ
ー
シ
ョ
ン
や
仕
切
り
の
家
具
等
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
に
配
慮
し
た
居
室
は
十
分
実
現
で
き
ま

す
。
そ
こ
で
、
そ
の
法
人
は
い
つ
で
も
個
室

に
で
き
る
設
計
で
２
人
部
屋
と
し
て
建
て
替

え
ま
し
た
。
費
用
の
面
、ク
オ
リ
テ
ィ
の
面
、

ど
ち
ら
も
あ
る
と
思
い
ま
す
が
、
あ
る
程
度

の
選
択
肢
が
必
要
で
あ
り
、
ケ
ア
の
視
点
か

ら
合
う
、
合
わ
な
い
を
判
断
で
き
る
よ
う
な

工
夫
が
必
要
な
の
だ
と
思
い
ま
す
。

中
村

　ケ
ア
の
視
点
か
ら
考
え
る
と
、
認
知

症
の
問
題
は
、
深
刻
な
状
況
に
直
面
し
て
い

ま
す
。
平
成
24
年
８
月
、
厚
生
労
働
省
は
10

年
ぶ
り
に
認
知
症
高
齢
者
数
を
調
査
、
発
表

し
ま
し
た
。
２
０
１
２
年
現
在
で
３
０
５
万

人
と
い
う
実
態
が
明
ら
か
に
な
り
、
こ
れ
は

高
齢
者
の
10
人
に
１
人
が
認
知
症
患
者
と
い

う
計
算
で
す
。
こ
れ
ま
で
厚
生
労
働
省
は
平

成
14
年
（
２
０
０
２
年
）
の
デ
ー
タ
を
も
と

に
し
た
推
計
値
を
使
用
し
て
お
り
、
そ
の
数

は
現
状
か
ら
大
き
く
乖
離
し
て
い
ま
し
た
。

現
在
、
筑
波
大
学
の
朝
田
隆
教
授
を
中
心
に

分
析
さ
れ
て
い
る
有
病
率
は
も
っ
と
高
い
数

値
が
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
し
、
周
辺
家
族
を

含
め
る
と
１
０
０
０
万
人
を
超
え
る
人
々

が
、
認
知
症
の
問
題
で
苦
し
ん
で
い
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
、
日
本
は
国
と
し

て
の
認
知
症
施
策
に
つ
い
て
明
確
な
戦
略
を

打
ち
出
せ
て
お
ら
ず
、
こ
の
認
知
症
の
ケ
ア

と
キ
ュ
ア
の
場
が
な
い
結
果
に
な
っ
て
い
ま

す
。
し
か
も
、
平
成
24
年
９
月
に
厚
生
労
働

テ
ー
マ
③

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

構
想
に
お
け
る
特
養
の

人
一
施
設
と
い
う
形
態
に
お
い
て
は
、
大
き
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省
が
公
表
し
た
「
認
知
症
施
策
推
進
５
か
年

計
画
（
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
）」（
以
下
、
オ
レ

ン
ジ
プ
ラ
ン
）
に
お
い
て
は
、
認
知
症
の
介

護
の
専
門
施
設
と
し
て
は
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

が
位
置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
特
養
は
故
意
に

除
外
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

確
か
に
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
と

い
う
名
称
か
ら
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
が
認
知

症
介
護
の
本
家
と
い
っ
た
イ
メ
ー
ジ
を
持
た

れ
る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
共
同
生
活
介

護
と
い
う
概
念
上
、
裏
を
返
す
と
共
同
生
活

が
で
き
な
い
人
は
入
所
で
き
な
い
、
も
し
く

は
退
所
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
わ
け
で

す
。
し
か
し
、
特
養
は
ど
ん
な
重
度
認
知
症

で
ケ
ア
が
大
変
で
あ
っ
て
も
受
け
入
れ
、
結

果
と
し
て
入
所
者
の
８
割
近
く
が
認
知
症
高

齢
者
の
日
常
生
活
自
立
度
Ⅲ
以
上
と
い
う
数

字
に
な
っ
て
い
る
の
で
す
。
本
来
は
、
特
養

は
身
体
介
護
が
中
心
だ
っ
た
わ
け
で
す
が
、

実
態
と
し
て
は
日
常
の
ケ
ア
全
て
の
最
前
線

に
立
っ
て
い
る
。
特
養
こ
そ
が
認
知
症
介
護

の
最
後
の
砦
と
な
っ
て
い
る
に
も
関
わ
ら

ず
、国
の
描
く
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
の
構
想
と
、

現
場
で
実
際
に
行
わ
れ
て
い
る
ケ
ア
と
の
間

に
は
、
随
分
大
き
な
ず
れ
が
あ
る
と
感
じ
ま

す
。
だ
か
ら
こ
そ
、
こ
れ
か
ら
本
当
の
意
味

で
、
認
知
症
介
護
を
担
っ
て
い
く
の
だ
と
強

く
発
信
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で

す
。

石
飛

　芦
花
ホ
ー
ム
は
こ
れ
ま
で
介
護
地
獄

の
駆
け
込
み
寺
で
し
た
。
認
知
症
の
入
所
者

は
９
割
以
上
で
す
。
働
き
な
が
ら
家
族
で
介

護
す
る
こ
と
が
難
し
く
、
よ
う
や
く
入
所
に

よ
っ
て
救
わ
れ
る
。
し
か
し
、
そ
の
後
Ｂ
Ｐ

Ｓ
Ｄ
が
激
し
く
て
病
院
に
入
院
さ
せ
る
よ
う

な
ケ
ー
ス
は
、
私
が
医
師
と
し
て
勤
め
始
め

て
７
年
間
、ひ
と
つ
の
事
例
も
あ
り
ま
せ
ん
。

介
護
職
員
は
プ
ロ
で
す
か
ら
、
き
ち
ん
と
ケ

ア
を
し
ま
す
。
認
知
症
に
よ
る
さ
ま
ざ
ま
な

症
状
は
、
家
族
や
近
し
い
人
の
方
が
パ
ニ
ッ

ク
に
な
り
、
さ
ら
に
介
護
を
困
難
に
し
て
い

る
こ
と
が
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
介
護
職
員

は
、
Ｂ
Ｐ
Ｓ
Ｄ
が
あ
っ
て
も
、
そ
の
原
因
や

背
景
は
何
か
、
入
所
者
本
人
と
と
も
に
考
え

な
が
ら
暮
ら
し
、
２
〜
３
週
間
も
経
て
ば
、

訪
れ
た
家
族
と
入
所
者
が
一
緒
に
お
茶
を
飲

ん
で
い
た
り
し
ま
す
。
医
療
に
よ
る
早
期
治

療
や
介
入
も
重
要
で
し
ょ
う
が
、
や
は
り
本

人
の
、
そ
れ
ま
で
の
人
生
、
そ
の
物
語
を
ど

う
理
解
し
支
え
る
か
。
特
養
で
は
、
そ
ん
な

素
晴
ら
し
い
介
護
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
中
田

　今
、
全
国
老
施
協
は
身
体
介
護
の
プ

ロ
か
ら
、
住
み
慣
れ
た
地
域
、
援
助
を
必
要

と
す
る
家
族
ま
で
を
含
め
た
全
人
的
支
援
の

プ
ロ
と
し
て
の
真
価
を
問
わ
れ
て
い
ま
す
。

長
く
培
っ
て
き
た
実
績
を
エ
ビ
デ
ン
ス
と
し

て
、
ひ
と
つ
ひ
と
つ
の
ケ
ア
に
科
学
性
を
持

た
せ
る
と
と
も
に
、
介
護
の
専
門
性
向
上
を

実
現
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
れ
ら
の

具
体
的
方
策
と
国
民
へ
の
開
示
に
向
け
て
、

次
回
は
ビ
ジ
ョ
ン
の
構
成
と
骨
格
に
つ
い
て

議
論
を
深
め
た
い
と
思
い
ま
す
。
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テ
ー
マ
④

２
０
２
５
年
～

地
域
の
福
祉
拠
点
と
し
て

の
特
養
ビ
ジ
ョ
ン　

丹
呉

　か
つ
て
小
泉
純
一
郎
内
閣
に
お
け
る

聖
域
な
き
構
造
改
革
に
始
ま
り
、
平
成
14
年

６
月
の
「
骨
太
の
方
針
２
０
０
２
」
に
示
さ

れ
た『
三
位
一
体
の
改
革
』に
よ
っ
て
、以
後
、

国
庫
補
助
金
改
革
・
税
源
移
譲
に
よ
る
地
方

分
権
と
、
地
方
交
付
税
の
削
減
に
よ
る
財
政

再
建
が
進
め
ら
れ
ま
し
た
。（
注
釈
３
）「
地
方
に

で
き
る
こ
と
は
地
方
に
、
民
間
に
で
き
る
こ

と
は
民
間
に
」
と
い
う
方
針
の
も
と
、
平
成

18
年
に
は
所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ
の
税

源
移
譲
が
実
施
さ
れ
、
そ
れ
相
応
の
事
業
を

地
方
及
び
民
間
に
主
体
を
移
す
こ
と
と
な
っ

た
の
で
す
。
そ
の
時
の
議
論
で
、
各
省
で
ど

の
事
業
を
地
方
に
移
行
す
る
か
と
な
っ
た
時

に
、
国
土
交
通
省
は
例
え
ば
公
共
事
業
等
が

あ
り
ま
し
た
。
厚
生
労
働
省
は
特
養
等
の
施

設
整
備
費
に
つ
い
て
、
国
庫
負
担
を
５
％
減

ら
し
、
都
道
府
県
の
負
担
と
す
る
、
と
な
っ

た
ん
で
す
ね
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
施
設
の

整
備
が
進
ま
な
く
な
っ
た
と
い
う
こ
と
で

し
ょ
う
か
。

古
川

　施
設
、
在
宅
と
も
に
整
備
の
変
遷
と

そ
れ
に
伴
う
い
ろ
い
ろ
な
問
題
が
出
て
き
て

い
ま
す
。
財
源
の
問
題
も
も
ち
ろ
ん
あ
る
で

し
ょ
う
が
、
こ
こ
ま
で
施
設
サ
ー
ビ
ス
と
在

宅
サ
ー
ビ
ス
の
バ
ラ
ン
ス
が
取
り
上
げ
ら
れ

中
村

　本
日
は
前
回
に
引
き
続
き
、
２
０
２

５
年
に
向
け
た
特
養
の
在
り
方
に
つ
い
て
ご

意
見
を
頂
戴
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
ま

で
の
議
論
で
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
を
拡
充
整
備

し
、
質
・
量
を
確
保
し
た
と
し
て
も
、
家
族

介
護
力
の
衰
退
を
含
め
、
根
幹
的
な
問
題
が

あ
る
こ
と
が
結
論
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。
一

方
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
中
に
お
い

て
、
拠
点
と
し
て
の
特
養
の
機
能
強
化
が
喫

緊
の
課
題
で
あ
る
と
と
も
に
、
政
策
と
し
て

の
施
設
整
備
の
遅
れ
が
問
題
視
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
は
、
三
位
一
体
改
革
の
中
で
平

成
18
年
度
か
ら
介
護
保
険
の
公
費
負
担
割
合

が
、
施
設
分
は
都
道
府
県
17
・
５
％
と
な
り
、

12
・
５
％
の
在
宅
・
地
域
密
着
と
５
％
の
格

差
が
生
じ
た
こ
と
が
大
き
く
影
響
し
て
い
ま

す
。地
方
財
政
が
逼
迫
し
て
い
る
現
状
で
は
、

こ
の
５
％
格
差
に
よ
っ
て
在
宅
に
偏
重
し
て

整
備
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
は
当
然
の
流
れ
で

す
。（
注
釈
２
）
そ
の
結
果
、
従
来
の
介
護
老
人

福
祉
施
設
と
は
一
線
を
画
し
た
地
域
密
着
型

の
小
規
模
施
設
が
林
立
し
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー

ム
等
と
併
せ
て
急
増
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の

整
備
に
つ
い
て
は
、
一
見
施
設
よ
り
も
都
道

府
県
負
担
割
合
が
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
る
よ

う
に
見
え
ま
す
。
し
か
し
、
特
養
の
嘱
託
医

に
よ
る
診
療
報
酬
と
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等

の
在
宅
療
養
支
援
診
療
所
か
ら
の
訪
問
診
療

に
よ
る
診
療
報
酬
の
額
に
は
驚
く
ほ
ど
開
き

が
あ
り
ま
す
。
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

住
宅
等
も
そ
う
で
す
が
、
利
用
者
一
人
ひ
と

り
に
要
す
る
介
護
報
酬
と
診
療
報
酬
の
合
算

は
看
過
で
き
な
い
高
コ
ス
ト
に
な
っ
て
い
る

の
が
現
状
で
す
。
こ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま

え
て
、
改
め
て
課
題
提
起
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

る
に
は
、
二
つ
の
固
定
観
念
が
あ
る
と
思
い

ま
す
。

　

こ
の
意
見
交
換
会
で
議
論
し
て
き
た
と
お

り
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
は
家
族
と
そ
の
介
護
力

が
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
ま
す
。
そ
の

機
能
が
低
下
し
て
、
老
老
世
帯
や
独
居
等
が

増
加
し
、
地
域
が
崩
壊
し
て
い
る
に
も
関
わ

ら
ず
、『
在
宅
＝
住
み
な
れ
た
地
域
、
場
所

で
本
人
に
と
っ
て
幸
福
で
あ
る
』
と
い
う
一

種
の
固
定
観
念
を
作
り
上
げ
て
し
ま
っ
た
こ

と
。
二
つ
目
は
、
私
自
身
も
か
つ
て
は
そ

う
信
じ
て
い
ま
し
た
が
、『
在
宅
が
コ
ス
ト

と
し
て
安
上
が
り
』
だ
と
さ
れ
て
い
る
固
定

観
念
で
す
。
し
か
し
、
弱
体
化
し
た
地
域
で

在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
質
と
量
を
確
保
し
、
満
足

度
を
上
げ
る
た
め
に
は
相
当
の
高
コ
ス
ト
に

な
り
ま
す
。
そ
れ
で
も
施
設
よ
り
在
宅
の
方

が
安
い
、
と
い
う
固
定
観
念
は
通
用
す
る
の

か
、
果
た
し
て
こ
の
価
値
観
が
維
持
で
き
る

の
か
、
今
一
度
振
り
返
る
と
い
う
こ
と
が
必

要
な
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
そ
し
て
大

き
な
問
題
は
、
特
養
が
在
宅
生
活
が
限
界
に

な
っ
た
要
介
護
高
齢
者
の
、
状
態
像
が
悪
化

す
る
ま
ま
の
預
り
施
設
化
し
て
い
な
い
か
と

い
う
こ
と
。
も
ち
ろ
ん
、
そ
う
で
は
な
い
施

設
も
あ
る
で
し
ょ
う
が
、
大
半
は
預
り
施
設

だ
と
い
う
意
識
が
ま
だ
あ
る
と
思
い
ま
す
。

特
養
の
機
能
を
活
か
し
た
レ
ス
パ
イ
ト
サ
ー

ビ
ス
、
社
会
福
祉
法
人
と
し
て
の
使
命
と
し

て
、
地
域
貢
献
や
介
護
者
・
家
族
の
負
担
軽

減
等
の
方
向
性
を
も
っ
と
検
討
し
て
は
ど
う

で
し
ょ
う
か
。
介
護
保
険
施
設
の
在
り
方
と

注釈２

「介護保険制度の公費負担割合の見直し」
について…三位一体改革に伴って、平成
18 年度から施設等給付費の公費負担割
合が、国 20％、都道府県 17.5％に見直
されたにもかかわらず、居宅給付費（施
設等給付費以外）では従来どおり（国
20％、都道府県 12.5％）とされたこと
から、都道府県負担に５％の差が生じた。

注釈３

「骨太の方針」とは、政府の「経済財政
運営と構造改革などに関する基本的方
針」のことをいう。「三位一体改革」とは、

「骨太の方針第２弾（2002 年）」におい
て、国と地方の財政上の構造転換を図る
ため、国庫補助金の縮減、国から地方へ
の税源移譲、地方交付税改革の三つを一
体的に進める地方分権、財政再建政策を
いう。

テ
ー
マ
④

２
０
２
５
年
～

地
域
の
福
祉
拠
点
と
し
て

で

介
護
老
人

地
域
密
着
型
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型
施
設
等
、
そ
う
い
う
小
規
模
な
事
業
所
を

支
援
す
る
、
と
い
う
考
え
方
も
あ
る
わ
け
で

す
。
施
設
と
在
宅
が
対
立
す
る
と
い
う
概
念

で
は
な
く
て
、
共
存
す
る
概
念
に
持
っ
て
行

く
。
特
養
に
は
拠
点
と
し
て
の
大
き
な
ハ
ー

ド
も
あ
り
、
介
護
や
福
祉
の
専
門
職
も
多
数

在
籍
し
ま
す
か
ら
、
特
養
こ
そ
そ
の
拠
点
に

な
る
べ
き
で
す
し
、
私
た
ち
が
支
援
し
よ
う

と
い
う
発
想
を
持
っ
て
い
た
だ
き
た
い
。
ま

た
、
そ
う
い
う
発
想
で
な
け
れ
ば
特
養
の
将

来
も
な
い
と
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
。

井
形

　私
が
在
住
し
て
い
る
愛
知
県
の
特
養

で
も
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
受
託
し

て
い
る
と
こ
ろ
が
何
か
所
か
あ
る
の
で
す

が
、
そ
う
い
う
法
人
で
は
確
か
に
地
域
ケ
ア

の
中
核
と
い
う
色
彩
が
濃
い
と
感
じ
ま
す
。

在
宅
サ
ー
ビ
ス
と
施
設
サ
ー
ビ
ス
が
一
体
的

し
て
、
今
現
在
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い

る
特
養
を
在
宅
シ
フ
ト
に
移
行
し
よ
う
、
で

は
な
く
特
養
が
在
宅
を
支
援
す
る
拠
点
に
な

る
よ
う
な
新
し
い
姿
を
描
く
べ
き
で
す
。
そ

の
中
で
コ
ス
ト
や
本
当
の
幸
せ
と
い
っ
た
重

要
な
課
題
に
つ
い
て
も
考
え
て
い
く
の
で

す
。
現
在
の
特
養
に
は
実
に
様
々
な
細
か
い

規
制
が
か
か
っ
て
お
り
、
そ
れ
を
弾
力
的
に

運
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
だ
け
で
も
、
か
な

り
効
率
化
、
合
理
化
が
図
れ
る
と
思
い
ま

す
。
事
前
規
制
か
ら
事
後
監
視
へ
と
時
代
は

移
っ
て
い
る
の
で
す
か
ら
、
行
政
も
な
る
べ

く
細
か
い
事
項
を
決
め
ず
、
事
業
者
に
任
せ

る
。
そ
の
代
わ
り
事
業
者
は
確
実
に
サ
ー
ビ

ス
を
行
う
。
同
時
に
特
養
サ
イ
ド
が
自
主
規

制
を
し
て
、
質
の
低
い
事
業
体
は
淘
汰
さ
れ

る
と
い
う
覚
悟
の
う
え
で
あ
る
こ
と
が
前
提

で
す
。
そ
う
し
て
新
し
い
機
能
を
付
与
さ
れ

て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
在
宅
と
施
設
の
本

当
の
意
味
で
の
議
論
が
で
き
る
の
で
は
な
い

か
と
思
い
ま
す
。

中
田

　ま
さ
に
こ
れ
か
ら
、
２
０
２
５
年
に

向
け
た
新
し
い
特
養
の
在
り
方
に
つ
い
て
言

及
い
た
だ
い
た
の
で
す
が
、
我
々
も
地
域
を

支
え
る
特
養
と
い
う
テ
ー
マ
を
考
え
て
い
ま

す
。
入
所
さ
れ
て
い
る
利
用
者
の
ケ
ア
だ
け

で
な
く
、
も
っ
と
地
域
に
積
極
的
に
出
て
い

く
。
す
で
に
特
養
を
経
営
し
て
い
る
法
人
で

は
、
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
軽
費
老
人
ホ
ー
ム

等
を
は
じ
め
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

住
宅
等
、
居
住
系
サ
ー
ビ
ス
を
持
っ
て
い
る

と
こ
ろ
が
多
く
あ
り
ま
す
。
も
ち
ろ
ん
デ
イ

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
や
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
等

の
在
宅
サ
ー
ビ
ス
も
経
営
し
て
い
る
。
そ
う

い
っ
た
サ
ー
ビ
ス
に
今
以
上
に
取
り
組
ん
で

い
こ
う
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
も
積
極

的
に
受
託
し
て
、
地
域
包
括
ケ
ア
を
支
え
る

拠
点
施
設
に
な
ろ
う
、
と
い
う
こ
と
な
の
で

す
。
ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
う
ち

社
会
福
祉
法
人
の
割
合
は
随
分
低
く
な
っ
て

お
り
、
小
規
模
な
事
業
者
が
多
く
参
入
し
て

い
ま
す
。
私
は
特
養
が
そ
の
地
域
の
介
護
や

福
祉
の
レ
ベ
ル
を
底
上
げ
で
き
る
よ
う
な
、

教
育
や
学
び
の
場
と
な
る
べ
き
だ
と
考
え
て

い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
科
学
的
介
護
の

実
践
と
成
果
を
公
開
し
、
在
宅
で
の
介
護
に

は
こ
の
ケ
ア
が
有
効
で
す
、
と
支
援
で
き
る

と
こ
ろ
ま
で
持
っ
て
行
か
な
く
て
は
な
り
ま

せ
ん
。
さ
ら
に
、人
材
の
問
題
が
あ
り
ま
す
。

地
域
に
お
け
る
福
祉
マ
ン
パ
ワ
ー
、
介
護
マ

ン
パ
ワ
ー
は
ど
こ
に
行
っ
て
も
育
成
、
確
保

が
大
変
で
、
若
い
人
材
は
な
か
な
か
集
ま
ら

な
い
。
こ
の
背
景
に
は
、
福
祉
教
育
の
問
題

が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
。

特
養
は
地
域
の
中
の
生
き
た
福
祉
教
育
の
実

践
の
場
で
す
。
こ
れ
は
学
生
に
限
っ
た
こ
と

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。地
域
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、

利
用
者
家
族
、
地
域
住
民
な
ど
イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
支
え
手
全
て
に
共
通
し
て

い
ま
す
。
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
は
、
制

度
だ
け
で
は
完
結
し
な
い
の
で
す
か
ら
。

古
川

　グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
や
小
規
模
多
機
能

て
多
い
割
合
で
す
。
国
は
看
取
り
の
場
を
在

宅
に
シ
フ
ト
し
、
う
ち
40
％
を
在
宅
等
へ
移

行
し
た
い
と
考
え
て
お
り
、
特
養
も
そ
の

40
％
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
当
然
住
み
慣
れ

た
我
が
家
、
と
よ
く
言
わ
れ
ま
す
が
、
高
齢

者
に
と
っ
て
は
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け

住
宅
に
住
み
替
え
る
こ
と
は
、
施
設
に
入
る

の
と
大
差
な
い
わ
け
で
す
。
広
い
意
味
で
在

宅
を
捉
え
る
の
で
あ
れ
ば
、
今
ま
で
大
き
な

役
割
を
果
た
し
て
き
た
特
養
の
存
在
価
値
を

看
取
り
の
面
か
ら
も
優
先
し
て
考
え
て
も
よ

い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

近
藤

　特
養
に
お
け
る
医
療
の
位
置
付
け
で

す
が
、
私
が
厚
生
省
社
会
局
施
設
課
長
だ
っ

た
時
に
、
特
養
に
常
勤
の
医
師
を
配
置
す
れ

ば
医
療
費
の
軽
減
に
も
な
る
の
で
は
な
い
か

と
い
う
発
想
で
、
導
入
し
た
ん
で
す
ね
。
し

に
機
能
し
、
相
互

に
支
援
し
あ
う
こ

と
で
地
域
包
括
ケ

ア
を
支
え
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
も

う
ひ
と
つ
、
重
要

な
こ
と
が
看
取
り

で
す
。
我
が
国
は

亡
く
な
る
人
の
う

ち
、
病
院
で
亡
く

な
る
人
が
80
％
程

度
を
占
め
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
、
世

界
で
も
飛
び
抜
け

名古屋学芸大学学長
　一般社団法人日本尊厳死協会名誉会長

　井形昭弘 氏
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24
時
間
巡
回
型
の
サ
ー
ビ
ス
で
も
対
応
が
可

能
な
ケ
ー
ス
も
多
く
あ
り
ま
す
。
そ
う
い
っ

た
意
味
で
は
、
都
市
部
の
施
設
の
見
解
や
目

指
す
べ
き
将
来
像
に
つ
い
て
も
集
約
す
る
必

要
が
あ
る
か
と
思
い
ま
す
。
い
ず
れ
に
し
て

も
、
特
養
は
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
中
心

に
な
っ
て
、
介
護
の
実
績
や
行
政
と
の
関

係
、
関
わ
っ
て
い
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
を
地

域
へ
還
元
す
べ
き
で
す
。
地
域
社
会
に
根
を

張
っ
て
、
存
在
感
を
示
し
て
い
る
わ
け
で
す

か
ら
、
そ
の
姿
勢
が
あ
れ
ば
崩
壊
し
つ
つ
あ

る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
支
え
る
大
き
な
資
源
に

な
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

丹
呉

　介
護
保
険
施
行
か
ら
10
年
余
り
、
こ

の
あ
た
り
で
諸
問
題
を
２
０
２
５
年
に
向
け

て
検
討
す
る
時
期
な
の
だ
、
と
い
う
こ
と
で

す
ね
。
財
政
的
な
立
場
か
ら
言
い
ま
す
と
、

介
護
保
険
を
創
設
す
る
時
に
、
医
療
と
介
護

は
別
物
と
し
て
整
理
し
た
の
が
、
10
年
を
経

て
、
介
護
保
険
で
は
少
な
く
見
え
て
も
医
療

保
険
で
は
非
常
に
多
い
、
と
い
っ
た
制
度
の

縦
割
り
に
よ
る
弊
害
が
生
じ
て
い
る
よ
う
で

す
。
決
し
て
統
合
す
る
、
と
い
っ
た
意
味
で

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
介
護
保
険
か
医
療
保
険

か
で
は
な
く
、
シ
ー
ム
レ
ス
な
見
方
と
い
う

の
が
必
要
で
す
。財
政
面
だ
け
の
み
な
ら
ず
、

サ
ー
ビ
ス
利
用
者
、
要
介
護
高
齢
者
に
と
っ

て
よ
り
よ
い
生
活
を
目
指
す
上
で
、
必
要
な

の
で
あ
ろ
う
と
思
い
ま
す
。
施
設
と
在
宅
も

二
者
択
一
的
な
議
論
が
長
く
な
さ
れ
て
き
ま

し
た
が
、
特
養
が
在
宅
の
拠
点
に
な
る
、
と

か
し
、
そ
の
主
旨
を
理
解
し
て
勤
め
て
い
た

だ
け
る
医
師
も
な
か
な
か
い
な
い
た
め
に
、

残
念
な
結
果
に
な
り
ま
し
た
。こ
れ
か
ら
は
、

入
所
者
と
同
世
代
の
医
師
で
あ
っ
て
も
、
お

元
気
で
あ
れ
ば
勤
め
て
い
た
だ
く
等
の
方
策

を
拡
げ
て
行
く
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。ま
た
、

先
ほ
ど
の
「
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
方
が
安
上
が

り
」
と
い
う
概
念
で
す
が
、
こ
れ
も
最
近
の

行
政
担
当
に
尋
ね
る
と
必
ず
し
も
安
上
が
り

と
は
考
え
て
い
な
い
、
と
の
意
見
が
聞
か
れ

始
め
て
い
ま
す
。
先
だ
っ
て
、
山
崎
史
郎
内

閣
府
政
策
統
括
官
が
発
言
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
都
市
と
地
方
で
は
２
つ
の
国
に
例
え
ら

れ
る
ほ
ど
に
全
く
状
況
が
違
う
。
こ
れ
か
ら

特
に
深
刻
な
の
は
都
市
部
で
す
。
確
か
に
都

市
部
の
施
設
整
備
は
遅
れ
て
い
ま
す
が
、
土

地
の
確
保
や
地
価
等
の
初
期
投
資
を
考
え

る
と
こ
れ
か
ら
の
整
備
は
非
常
に
困
難
で

し
ょ
う
。
そ
こ

で
、
在
宅
対
策

が
全
面
に
出
さ

れ
て
い
る
わ
け

で
す
。
今
の
施

策
は
冠
に
「
都

市
部
」
と
つ
い

て
い
な
い
だ

け
で
、
本
音
は

都
市
部
対
策
と

見
て
よ
い
と
思

い
ま
す
。
そ
う

考
え
れ
ば
、
都

市
部
で
は
施
設

と
在
宅
の
コ
ス

ト
は
そ
れ
ほ
ど

変
わ
ら
な
い
の

か
も
し
れ
ま
せ

ん
。
コ
ン
パ
ク

ト
な
地
域
に
多

数
の
要
介
護
高

齢
者
が
い
る
わ

け
で
す
か
ら
、

い
っ
た
新
し
い
視
点
で
考
え
る
べ
き
で
す
。

そ
う
す
れ
ば
ト
ー
タ
ル
で
プ
ラ
ス
と
な
っ

て
、
２
０
２
５
年
を
乗
り
切
る
突
破
口
に
な

る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

古
川

　ひ
と
つ
、
人
材
問
題
に
つ
い
て
お

話
し
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
厚
生
労
働
省

の
「
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
等
に
関
す
る
懇

談
会
」
資
料
（
図
６
）
を
見
ま
す
と
、
介

護
に
従
事
し
て
い
る
職
員
数
は
２
０
０
８

年
か
ら
２
０
０
９
年
に
６
万
３
千
人
増
加

し
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
計
算
を
詳
細

に
見
る
と
驚
か
さ
れ
ま
す
。
実
際
に
就
職

し
た
人
数
は
、
新
規
学
卒
者
が
４
万
８
千

人
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
よ
る
就
職
が
14
万

人
。
民
間
の
職
業
紹
介
や
ク
チ
コ
ミ
等
に
よ

る
就
職
が
９
万
３
千
人
、
併
せ
て
28
万
１
千

人
に
な
る
わ
け
で
す
。
と
こ
ろ
が
、
離
職
者

が
21
万
８
千
人
。
な
ぜ
、
こ
ん
な
に
離
職
す

る
の
で
し
ょ
う
か
。
ひ
と
つ
は
給
与
の
問
題

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
が
、
地
方
都
市
で
は
介
護

職
員
の
給
与
は
他
業
種
と
比
較
し
て
も
遜
色

あ
り
ま
せ
ん
。
都
市
部
に
つ
い
て
は
、
厳
し

い
と
は
い
え
、
地
域
格
差
の
是
正
も
進
ん
で

い
ま
す
。
も
う
ひ
と
つ
は
ス
テ
ー
タ
ス
と
将

来
性
の
問
題
で
す
。
か
つ
て
介
護
は
３
Ｋ
の

イ
メ
ー
ジ
が
あ
り
ま
し
た
が
、
業
界
全
体
の

努
力
も
あ
っ
て
改
善
さ
れ
て
い
る
と
思
い
ま

す
。
最
も
、
現
在
の
水
準
だ
け
で
な
く
、
こ

れ
か
ら
は
も
っ
と
将
来
を
展
望
で
き
る
レ
ベ

ル
ま
で
引
き
上
げ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
21
万
人
を
超
え
る
離
職
の
原
因
を
き

17 Vol.500 月刊老施協



ち
ん
と
分
析
し
て
、
ス
テ
ー
タ
ス
を
築
く
べ

き
な
の
で
す
。

中
村

　先
ほ
ど
の
ご
指
摘
に
あ
り
ま
し
た

「
預
り
施
設
」。
ま
さ
に
我
々
の
脱
却
で
き
て

い
な
い
弱
点
で
す
。
先
駆
的
な
ケ
ア
の
取
り

組
み
も
、
収
支
差
額
管
理
の
２
極
化
も
、
今

お
っ
し
ゃ
ら
れ
た
人
材
確
保
・
育
成
に
つ
い

て
も
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
次
第
な
の
で
す
。

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
が
な
い
施
設
で
、
優
秀
な
人

材
が
意
欲
を
持
っ
て
働
き
、
伸
び
る
わ
け

が
あ
り
ま
せ
ん
。
あ
る
程
度
の
規
模
の
法
人

で
あ
れ
ば
可
能
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
一
法

人
一
施
設
は
も
は
や
立
ち
行
か
な
く
な
る
で

し
ょ
う
。
だ
か
ら
こ
そ
、
受
け
皿
改
革
、
社

会
福
祉
法
人
改
革
が
必
要
だ
と
、
強
く
申
し

上
げ
て
い
る
の
で
す
。

井
形

　大
学
の
例
で
申
し
上
げ
ま
す
と
、
規

制
緩
和
に
よ
っ
て
大
学
は
容
易
に
造
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
が
、
淘
汰
も
行
わ
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。
そ
こ
で
大
学
に
は
自
己

評
価
と
大
学
評
価
基
準
に
基
づ
く
第
三
者
評

価
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。
こ
の
制
度

は
平
成
16
年
か
ら
導
入
さ
れ
た
の
で
す
が
、

デ
ー
タ
を
見
る
と
規
制
緩
和
さ
れ
た
後
の
方

が
大
学
の
質
は
向
上
し
て
い
ま
す
。
も
と
も

と
第
三
者
評
価
と
い
う
の
は
、
消
費
者
運
動

か
ら
始
ま
っ
て
い
ま
す
。利
用
者
か
ら
見
て
、

情
報
を
知
る
こ
と
、
選
ぶ
こ
と
、
安
全
で
あ

る
こ
と
、
利
用
者
が
要
求
で
き
る
と
い
う
４

つ
の
条
件
が
原
点
な
ん
で
す
ね
。
そ
う
い
っ

た
自
己
評
価
、
第
三
者
評
価
、
さ
ら
に
そ
の

結
果
に
対
し
て
ア
ド
バ
イ
ス
す
る
第
三
者
評

価
機
関
は
必
須
で
す
。
特
養
も
同
じ
で
、
規

制
緩
和
と
自
主
規
制
は
相
互
に
補
完
し
あ
う

と
と
も
に
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
に
と
っ

て
有
効
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

中
田

　２
回
に
わ
た
っ
て
の
２
０
２
５
年
型

特
養
の
在
り
方
に
係
る
意
見
交
換
会
、
本
当

に
貴
重
な
ご
意
見
と
ご
提
言
を
い
た
だ
き
ま

し
た
。
介
護
・
福
祉
・
医
療
を
取
り
巻
く
こ

れ
ま
で
の
歴
史
的
背
景
、
制
度
・
施
策
の
変

遷
、
財
源
論
か
ら
国
民
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
、

尊
厳
の
捉
え
方
ま
で
、
幅
広
く
か
つ
機
知
に

富
ん
だ
議
論
が
深
ま
り
ま
し
た
こ
と
に
感
謝

申
し
上
げ
ま
す
。
我
々
の
新
た
な
ビ
ジ
ョ

ン
、
地
域
の
福
祉
拠
点
と
し
て
、
ま
た
ブ

ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
た
地
域
資
源
と
し
て
、

機
能
強
化
す
べ
き
方
向
性
、
自
ら
の
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
必
要
性
が
明
確
に
打
ち
出
さ

れ
、
身
の
引
き
締
ま
る
思
い
で
す
。
課
題
は

山
積
し
て
お
り
ま
す
が
、
ま
ず
は
こ
れ
ま
で

の
実
績
と
使
命
に
誇
り
を
持
ち
、
福
祉
・
介

護
の
中
核
と
な
る
べ
く
「
預
り
施
設
」
か
ら

す
べ
か
ら
く
脱
却
す
る
こ
と
。
い
つ
し
か
定

着
し
た
「
在
宅
＝
幸
せ
」「
在
宅
＝
安
上
が

り
」
の
固
定
観
念
、
幻
想
を
打
破
し
、
国
民

の
真
の
幸
福
度
と
自
立
支
援
を
確
立
す
る
こ

と
。
２
０
２
５
年
型
特
養
の
在
り
方
は
こ
こ

に
帰
結
し
、
そ
の
目
標
に
向
か
っ
て
邁
進
し

て
い
く
こ
と
が
、
全
国
老
施
協
の
ア
イ
デ
ン

テ
ィ
テ
ィ
と
な
っ
て
い
く
で
し
ょ
う
。

（図６）介護分野における従事者の動向等
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平成25年3月27日

社会保障制度改革における提言

～地域包括ケアシステム構築に向けて～

民間介護事業推進委員会

代表委員 山本敏幸

代表委員 山際 淳

はじめに

団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向け､官民を挙げてこれまで以

上に多様な在宅サービスを充実させ､地域包括ケアシステムを全国に広く構築

していくことが重要との認識をもっている｡

地域包括ケアシステムの推進 ･構築においては､要介護状態になったとして

も 『住み慣れた地域で､自分 らしい生活を､可能な限り在宅で過ごしたい』を

実現するため､身近な地域の中で､医療 ･介護､予防､日常生活支援が一体的

に提供される必要があり､住まいの提供も含め様々な事業実施形態を有してい

る民間介護事業の果たす役割は､多岐に及び､欠くことのできない大きなもの

となっている｡

医療や介護の様々なサービスを利用者の状態にあわせて組み合わせ､日常生

活支援サービスや住まいの提供も含め､在宅で切れめなく提供する在宅サービ

スの一層の充実は､地域包括ケアシステム構築の推進上､量的にも質的にも極

めて喫緊の課題となっている｡

1.介護サービスの充実

都市部における高齢者の急増､世帯構造の変化 (老夫婦のみから独居高齢者

世帯-等)､認知症高齢者の急増等から在宅サービスの要である訪問介護にかか

るサービスの増強 ･充実が必要となっている｡

世帯構造の変化と家族の介護力が低下してきていると言われている中､在宅

での暮らしを確保 ･継続していくためには､高齢者-安心を提供 (不安の払し

ょく)する事が必要であり､この安心の提供は 『いつでも来てくれるという安

心』､『生活全般を支援 してくれるという安心』を実現してくれるサービスすな

わち在宅訪問サービスを充実させる事を基本 として､解決すべき課題と認識 し

ている｡
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とりわけ地域にある身近な事業所で､馴染みのスタッフによるケアを且旦_哩

間365日の安心を提供してくれる高齢者に優しいサービスの提供が求められ

ており､これらの事を実現可能な定期巡回 ･随時対応型訪問介護看護や小規模

多機能型居宅介護などの介護サービスの推進 ･充実させていく必要があり､拠

点展開のための支援措置､基準の緩和等の一層の措置が必要と考える｡

-ルパー等の人材確保が困難な状況下において､在宅介護サービスの24時

間365日の切れ目のないサービス提供を目指す観点から､とりわけ在宅サー

ビスにおける平目はもとより祝祭 日､夜間まで人材確保ができる措置が財源的

にも必要となっている｡

なお､地方分権の推進から一層の市町村-の権限移譲が進む事が予想される

が､市町村-移譲された権限に係る解釈等において､自治体ごとのローカルル

ールが適切さを欠く事がないよう市町村-の指導等適切な措置を都道府県 ･国

に求めたい｡

図 法人種別の事業所数 (訪問 ･通所 ･福祉用具貸与)

訪問介護 鵬 箱祉臥(社怯) 適所介護 脱 会福祉臥 0,66% 福祉 用具貸与 (如上封昌は 人(iitk) 1.33% 4L14% 1.05% Lfi協)
5.9% 4.90% 086%

1.5% 2 0 .0% El非官利臥1.1% LhTPO)cl農協 E)営利法人El票協 (NP01位度協

65_9% dl生態 55.24% 1生協102% 91.96%や三協
(定期巡回 ･随時対応型訪問介護看護 .小規模多機能型居宅介護)

定期巡回.随時対応型訪r.,l介護看護 が土会福祉法人 小規模多様能型居宅介護 l)i土会勘 と法人

0,00% (壬土執 (辻協ー240′

45.87%0-92% 0,0 .243.770//o E)冨利法人

】 (NPO) (NPO)

cL展tA 45_73% D農協
5219%

t生協 ■生tZ;

ロその他 118% □その他
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図 (2000年～2010年の介護給付額の伸び率) 単位 :億円

(国保中央会 ;介護給付費資料より作成)

図 (要介護度別利用者比率 :介護保険施設 ･訪問介護 .定期巡回)

E3要介護1 E)要介護2 E)要介護3 D要介護4 El要介護5

介護保険施設定期巡回訪問介護 0 0%

ー l一■ 別 l

L. A .- " l l■ -

l l■ l ■ ■

(出典 :厚生労働省｢介護給付責実態調査月報(平成24年 11月審査分介護サービス受給者数,
要介護状態区分 ･サービス種類別｣より作成)

2.医療との連携

介護職員による疾の吸引等の実施､在宅復帰率に比例した報酬体系の設定等､

医療を必要とする在宅高齢者の増加に対応する方向が示されるなか､日常的な

ケアの場面においても医療との連携がこれまで以上に必要となってきている｡

とりわけ地域 ･在宅での生活を継続するためには介護 ･看護体制をバックア

ップする在宅医療の充実と併せて､地域ケア会議等多職種協働の体制づくり-
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の支援が必要である｡

なお､利用者の利便性向上等の観点から-ルパーの介護現場において要望が

ある医療行為とされている裾そうの軟膏塗布､薬の-包化等の緩和措置等一定

の範囲で講じる必要がある｡

また､介護職員による疾の吸引等を可能とする一定の研修について､研修受

講の機会均等確保等､一層の措置が必要である｡

3 介護予防-の取組み

｢可能なことはできる限り本人が行う｣を基本としたセルフケア､残存機能

を活用した ｢できること｣の可能性を探るケアプランの提供､自立を支援する

介護 ･医療等フォーマルなケアサービスを強化する等により､生活機能向上に

向けての意欲の引き出し､高齢者のQOLを高め､生活リ-ビリ等の機能を強化
する等､重度化防止のため効果を更に高めていく必要がある｡

そのためには､インフォーマルサービスの育成の仕組みづくり､インフォー

マルサービスと制度サービスとの連携の強化､運営の弾力化等の措置を講じる

必要がある｡

4 生活支援サービス

独 り暮らし･高齢者夫婦のみ世帯の増加､認知症高齢者の増加の状況から地

域包括ケアシステムの構築においては､見守り､配食､外出支援等の様々な生

活支援サービスの充実と共に､地域に暮らし続けるためには人間関係や信頼関

係を軸とした継続する地域支援が必要であり､地域に参加する場とサービスを

提供する ｢循環型｣による地域支援の仕組みが望まれる｡

また､個々の生活支援サービスの充実 ･確保のみならず､財産管理等権利擁

護の取組みも併せた総合的な施策が必要である｡

制度の持続可能性の観点から地域住民やボランティアの力による ｢支え合い｣

｢助け合い｣精神で展開される地域社会におけるインフォーマルサービスと介

護保険事業等のフォーマルサービスとの一層の連携が必要で､そのための措置

(例えば身近な生活圏における ｢住民福祉活動の拠点の整備｣｢コーディネータ
ーの配置｣等)を講じながら､生活支援サービスの一層充実を図っていく必要

がある｡

また､日常生活総合支援事業の展開においては､委託等において一定の団体

に偏ることが無いよう協同組合 ･NPO･株式会社等民間在宅介護事業者の充分

な活用をお願いしたい｡
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なお､市町村は､介護保険制度の保険者の立場のみにとどまらず､幅広く福

祉の向上を目指す政策主体として､計画立案などを行うべきである｡

都道府県 ･国は､総合調整機能を発揮しつつ仕組みづくりや人づくり等保険

者の教育指導措置も含め財政面 ･制度面での充分な支援措置を講ずる必要があ

5 高齢者の住まいの確保

地域包括ケアシステムは 『住み慣れた地域で､自分らしい生活を､可能な限

り在宅で過ごしたい｡』を実現する事であり､そのためには要介護状態になって

も､独居高齢者であっても馴染みのある日常生活圏域の中で生活可能な住宅の

整備が欠かせない｡

住宅改修､福祉用具の効果的な活用に加え適切な生活支援サービスを組み合

せることにより重度な高齢者等であっても自宅で住み続けることが可能となる｡

加えて､自宅での生活に限りなく近い環境の中で､介護サービスを受ける事が

可能となる住まい (住宅)等の供給を一層推進していく必要がある｡

そのた吟の一層の制度 ･財政 ･税制面での支援措置が必要であるO

6 人材確保と人材育成

質の高い介護サービスの提供のためには､サービス量の増加に対応した介護

人材の確保が必要となる｡介護人材の量的確保の面については､2025年までに

新たに100万人を超えるスタッフ確保が必要との国の試算が示されている｡

現在の雇用者数の2倍にも及ぶ介護スタッフの量的確保については､介護事

業者の雇用管理 ･組織経営の強化だけでは一定の限界があり､労働市場全体で

の大胆な労働環境整備とそれを裏打ちする財政措置が必要となっている｡

また､介護保険制度開始から10年以上を経過し､団塊の世代が新たにサー

ビス提供を受ける利用者に加わり､制度理解の進展と併せて利用者の権利意識

自体も強くなってきている｡このことからも介護事業者が提供する一層の質の

高いサービスも求められてきている｡

これら高齢者からのニーズに応えるため､サービスの量的供給以上にキャリ

アパスの構築や研修制度の充実等のサービスの質の確保等-の取り組みが一層

昼要 と認識している｡

介護人材の各職種 ･各階層の効果的 ･効率的な研修制度の構築について国 ･

都道府県等の支援､連携を進めながら事業者として質の向上に向けた積極的な

取組みを展開したい｡
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なお､キャリアアップ等処遇に係る調査研究と情報公開､研修機会の増加､

各種加算等の奨励措置の維持等この分野での積極的な政策展開を期待したい｡

介護スタッフ数急増

･,.;:か▼′､▼一､､Ji .I_■トI.ヽ一a:'.'lA:,I.
一十A_LJA

LIJ▲4'TJ.-いt

tも｣等__ri lb1ItD1.号LL=,ーヽユーI-.i

2010年 2025年現状堆持型 2025年在宅充実型

有効求人倍率の推移

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

H21年 H22年 7月 H23年 7月 H24年 7月

7月 1月 1月 1月

以上､地域包括ケアシステムの構築に向けては､各地域がその実情に応じて

取り組むことが重要であるが､上記のような方向性で取 り組めば､都市部はも

ちろんのこと､地方においても地域包括ケアシステムの構築が可能となるもの

と考える｡

日本全国どの地域においても均質で良質な民間在宅介護サービス提供が地域

住民に受けられること､また制度の持続可能性の観点からも在宅サービスの充

実 ･拡大が地域包括ケアシステムの確立においては欠かせないものと考える

政府には､そのための環境整備等支援をお願いするとともに､地方自治体の

主体的な取組みを促進するような施策を推進していただきたい｡
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参考資料1

P8

民間介護事業推進委員会について

｢民間介護事業推進委員会設立趣意書｣ (原文)

介護保険制度は平成 12年度より実施され､これまで8年余 りが経過 して

きた｡

介護サービス事業者については､公のみならず､株式会社､NPO法人や

社会福祉法人など､多様な主体によって介護サービスが提供され､また､在

宅サービスを中心に介護サービスが拡大しているという現状であり､この間

に介護保険制度自体が広く国民に理解 され､認知されてきたものと評価でき

る｡

一方､この介護保険制度を将来にわたって持続可能なものにしていくため

には､制度そのものや介護報酬の見直 し等において､自治体や事業者､中で

も特に拡大する在宅サービスの需要を踏まえ､民間介護事業者などの意見も

取 り入れた実態的な見直しが不可欠となってくるものと考えられる｡

従来より､民間介護事業者は､複数の団体に分かれて活動しているが､民

間の主体性に基づいた活動として､関係諸団体が参集 し､介護保険制度の下

での事業環境の整備及びこれを支援する方策等について意見を集約 し､関係

方面-の働きかけを行 うことが､今まさに求められている｡

現在､社団法人シルバーサービス振興会には､民間介護事業者の各種中央

団体が会員として数多く参加 していることから､この特性を活かすとともに､

営利､非営利の枠を越えた新たな団体の参加も求めつつ､民間介護事業に関

する意見集約及び共同した取組を推進協議する場として ｢民間介護事業推進

委員会｣を創設するものである｡



2.設立年月日

平成 20年8月 13日

3.構成団体 (7団体)

OJA高齢者福祉ネットワーク
○一般社団法人 日本在宅介護協会

○日本生活協同組合連合会

○民間事業者の質を高める 一般社団法人 全国介護事業者協議会

○特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

○社会福祉法人 全国社会福祉協議会

○一般社団法人 シルバーサービス振興会

以上
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参考資料2
JA助けあい組織･介護保険事業の概況(平成23年度)

>助けあい組織数(平成24年会JA閉塞より)
言.芦nr1-~'-: →来成24集

JA致 .二 ]｣ _ 740

組織設置JA数 392

助けあい組織数 コ⊂ 716

協力会員数(人) 40′331

719 _ ｣L__ 715 = ｢L 710

349 330 345

707 = コ｢ 678 コ ｢ 670

42′731 41′619 41′020

>JA介襲偉換専業の撫漠について(平鹿24年会JA嗣童より)

｢ コ 垂麺 j
22年度年間

｢ 21年嘩年間1
>JA介簾鹿浜事業所数の根深について(平鹿24年会JA闘童より)

552′604=]
556′649

417′820
~~｢

Lー ', LT D-一 一シ

訪問介 荏又 332 305 6,201人

通所介 隻 182 182 3,072̂

居宅介 隻支援 283 269 779人

福祉用具関係 209 173 625人

訪問入浴 13 12 -

夜間対応訪問 1 0 -

認知症対応通所 20 12 113人

小規模多機能 15 12 203人



中山間地域でのJA地域包括ケアシステム(地域活性口元気社会)の展開
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3

生協の福祉事業 ･活動､購買事業での地域貢献の事例

日本生活協同

組合連合会

｢地域のネットワークを広げながら､地域社会づくりに参加します｣

(日本の生協の2020年ビジョン)

⇒生協の事業 .活動のインフラを活用し､行政や地域の諸団体と

協働しながら､安心してくらせる地域社会づくりに貢献しますo

福祉事業 (2011年度)
○弊会会員生協(50生協) 約175億円

○医療生協(110生協) 約557億円

○生協母体社会福祉法人11組織)約131億円

合計 約863億円

○介護保険事業

イくらしの安心｣､特に高齢者の在宅福祉のニーズに応え

た事業展開を行なっています｡｢定期巡回随時対応型訪

問介護看護｣や｢小規模多機能型居宅介護｣にも拡大し

ています｡社会福祉法人では､特養ホームなど施設系サ

ービスも行なっています｡

･医療生協､生協を母体とした社会福祉法人も含め約170

組織が取り組み､生協全体では約863億円の事業規

模です(他に医療事業が2550億円)0

○介護保険事業以外の事業

･介護保険事業以外の事業として､障害者対象の支

援費事業や高齢者用住宅サービス､住宅改修事業

等も行っています｡さらにヘルパー研修事業や福祉

用具販売なども行なっています｡

○

福祉活動 (2011年度)
○くらしの助け合い活動

57生協､1県連､2連合156万時間

活動会員 約28,000人

○くらしの助け合い活動

･高齢者や介護を必要とする方､産前産後の母親等を

対象に､自立を助ける家事援助などを行なう､組合

員同士の助け合い活動です｡協同の力を寄せ合い､

地域の福祉力を高める活動は26年以上の歴史をも

ち､年間156万時間の活動規模となっています｡

○お食事会 ･配食活動など

･主に高齢者を対象にした食事会を開催したり､自宅へ

お弁当を届ける活動で､介護予防や安否確認の役

割も果たしています｡

･誰もが自由に交流できる｢ふれあいサロン｣活動や､目

の不自由な方に宅配案内をcD･テープ等に吹き込

む｢声の商品案内｣なども行なっています｡

宅配事業の中での ｢見守り｣実施 (実績は2013年3月現在

･宅配事業の中で高齢者等の ｢見守り協定｣を行政等と結ぶ取組みが広

がっています (34生協 ･都県連で 150市区町村 ･7県と締結)｡

○ 夕貴宅配事業 (2013年2月現在)

･2,007年から開始された夕食宅配事業が全国に広がっています｡

43生協､利用者登録数85,000人､利用人数45,000人､1日当食

数57,800食｡

○買い物弱者支援 (被災地支援も含む)

･ 移動店舗 (19生協 ･94台)や店舗から自宅への商品配送､宅配事

業 ･ステーション設置など､買い物弱者への対応を広げています｡

○認知症サポーター (生協職員)は17,000人を養成O

購買事業 (2012年度推計)
○宅配利用世帯数 約1.068万世帯(総世帯数対比19.7%)

○店舗数 1,019店 P12
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市区町村社会福祉協議会の概要

平成25年3月27日 全国社会福祉協議会 (地土或福祉部)

《社会福祉協議会の性格 ･日的》

○ 社会福祉協議会 (以下､社協という｡)は､｢住民主体の理念に基づ

き､地域の福祉課題の解決に取り組み､誰もが安心 して暮らすことの

できる地域社会の実現｣をめざす｢公共性と自主性を有する民間組織｣

である｡

○ 社会福祉法では､地域福祉の推進を図ることを目的とする団体とし
て位置つけられている｡

《社会福祉協議会の組織》

○ 社会福祉法において､市町村､都道府県､全国の各段階に設置する
ものとされ､全国ネットワークを有した組織である｡市区町村社協は､

社協組織の基礎単位であり､ほぼ100%に近い組織が社会福祉法人化

されている｡(法人化率99.0% 平成 24年4月現在)

○ また､市区町村社協の多くが､校区福祉委員会､地区社会福祉協読
会等､より住民に身近な学区や自治会等の小地域を圏域に住民福祉活

動をすすめる組織が設置されている｡

《市区町村社協の構成》

○ 市区町村社協は､地域住民､民生委員 ･児童委員､社会福祉施設､
ボランティア･NPO匡日本や保健･医療･教育などの地域の関係機関､

及び行政の参加によって組織されている｡

○ 社会福祉法では､区域内の社会福祉を目的とする事業を経営する者､
社会福祉に関する活動を行う者が参加し､かつ社会福祉事業又は更生

保護事業を経営する者の過半数が参加するものとされている｡

○ また､関係行政庁が支配する事態を避ける趣旨から､関係行政庁職
員は役員総数の5分の1を超えてはならないこととされている｡

《事業の概要》

○市区町村社会福祉協議会では､地域の実情に応じて､在宅福祉サーど
スのほか､多様な事業を展開している｡

○特に､日常生活自立支援事業や生活福祉資金貸付事業などへの取り組
みを通じて､地域住民にとっての福祉相談の窓口となっている｡

○ また､近年においては､日常の住民福祉活動を通じた要援護者支援の
体制づくりや災害時における全国ネットワークを活かした災害ボラン

ティアセンターの運営などへの取り組みも積極的に行っている｡

参考資料5

P14



市区町村社会福祉協議会の主苧C3事業

(鞄在 宅福祉サ-ビスの暴

盟

介護保険サービス
障害者自立支援サービス
その他制度外のサービス

5

%

P15

参 二号

(主要な事業例と実施社協の割合)

介護保険法に基づく介護サービス 訪問介護(71_7%)､通所介護 (49.6%)､訪問入浴介護(28.5%)､

居宅介護支援(71.1%)

地域包括支援センターの実施(22.3%)

障害者自立支 .居宅介護(67.4%)､重度訪問介護(53_3%)､生活介護(14_8%)～
援法に基づく- 相談支援事業(14.9%)､コミュニケーション支援事業(lO.0%)､移動支

地域住民の参加を待て行う制度外のサービス 配食サービス(57.5%)､外出支援サービス(45.9%)､住民参加

福祉相談の実甲.. 総合相談事業(87.3%)-毎日実施(33.2%)
生活福祉貸付金事業はすべての市区町村社協が窓口であり､あ

日常生活自立
支援事業 ､

基幹的社協(857か所)利用者数(37,814人:高齢者52%知的障
害者等21% 精神障害者等22%､その他5%)《2012年3月末現在》

法人後見の実施(162社協)《2012年3月末現在》

i也民に身近な二校区福祉委員会や地区社協等の設置 (47.4%)《2009年4月現在》ふれあいいきいきサロンの実施(89_9%)(実施箇所数-55,280

小地域における福祉活動の推進.∴ か所)《2012年4月現在》地域住民による見守りt支援活動〔小地域ネットワーク活動〕の実施
(66.7%)(約172万人の対象者へ約37.3万人の住民が協力)

ボランティア - ボランティアセンターの設置及びセンタ一機能を有する(92.3%)

当事者 (家族..認知症高齢者(15.4%)身体障害児.者(62ー36%)､知的障害児.者
会)二の租強化_.(56.5.%)､精神障害者(30.5%)､母子家庭(42_4%)､父子家庭(5.0%)

地域福祉活動

計画の策定
策定済(40.1%)《2009年4月現在》

市区町村牡協･職員敬(2009年4月現在)

職員数 1社協あたり平均

一般事業職員 26,388人 13..6人

(正規職員) 16,301人 8.4人

(非正規職員) 10,087人 5.2人

経営事業職員 99,650人 51.3人

(正規職員) 24,298人 12.5人

(非正規職員) 75,352人 38.8人

*一般事業職員-事務局長､事務職､地域福祉担当職員(地域福祉コーディネーターを含む)､相談担当職員(日常生活自立支援事業の
専門員や生活福祉貸付事業の相談員等を含む)

*経営事業職員-介護保険サービスなどの在宅福祉サービス事業担当職員(管理者､ホームヘルハ｣､介護職､生活指導員､看護師等)
*正規職員/契約期間の定めのない職員､ 非正規職員/契約期間の定めのある職員･パート職員等



｢民間事業者の質を高める｣全国介護事業者協議会 参考事例 (室声考資料6

定期巡回 ･随時対応型訪問介護看護

①定期巡回サービス :ヘルパーが定期的に巡回します｡

②随時対応サービス :通報をうけ､オペレーターが相談援助､または､ヘルパーの訪問や看護師等
による対応の必性を判断します｡

(診随時訪問サービス :随時対応の判断で､必要に応じてヘルパーが訪問します.

④訪問看護サービス :看護師等による訪問 (医師の指示に基づき)

⑤看護師に定期訪問 :看護師による定期アセスメント､介護 ･看護連携によるケア計画と実施

上記サービスを適宜適切に組み合わせて､必要なサービスを必要なタイミングで提供し､総合的に

利用者の在宅生活の継続を支援するサービスです｡
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r民間事業者の質を高める｣全国介護事業者協議会 参考事例 蓬

定期巡回 .随時対応型訪問介護看護の効果

②柔軟なケア調整.短時間訪問により

利用者さんのADLが改善された

【事例】②(80歳.男性､要介護3､末期がん､妻は軽度認知症)

(丑退院直後の在宅生活への移行期に､ケア内容を適宜

◆調整し無理なく在宅へ復帰できた

②排池のタイミングに合わせた訪問により失禁が激減

③ターミナル期で症状の変化が多く孤独感も強かつたが

申送りが確実になされ､変化に応じたケアが継続されて

①一日複数回の定期訪問により..
利用者さんの生活リズムが回復した

【事例】① 83歳(女)､要介護3､認知症自立度Ⅱa
①定時訪問により､起床～就寝の時間感覚が戻
る

②食事がきちんと取れるようになった
③服薬の時間と量が守られるようになった

④必要な水分補給がなされるようになった
⑤適切に排滑できるようになった
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｢民間事業者の質を高める｣･全国介護事業者協議会 参考事例 擾

岩手県釜石市平田地区仮設住宅サポート拠点
～株式会社がサポートセンターを受託運営している事例～
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三成23年8月10日より運営開始

【サポートセンター機能】
◆診療所併設(医療介護連携)
oI総合相談(LSA等)
■安心つながるコール
24時間TV電話対応.随時訪問
■介護保険事業
･通所介護(デイサービス)
･訪問介護
･訪問看護
･居宅介護支援事業
■生活支援活動 (生活利便)
■ 介護予防教室

∫ 地域交流機会の支援

子供～高齢者まで多世代交流
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｢民間事業者の質を高める｣全国介護事業者協議会 参考事例 擾

～被実地A市へ地元民間事業者がサポートセンターを提案した事例～
汚j皇･膿En
地坪由胤塵センタ･d- 今ある事業所をき舌用したサポートセンターシステム(轟〕

サポートセンター
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A
震災6か月後､被災地A市におし).耳､地元事業者(株式会社)がサボ-トセンターを提案するも､民間事業者などの理
由から採択されず｡現在､当該事業者は､被災地での必要を感じ､自主事業として人材育成や介護予防などを地
元の地域や仮設住宅利用者へサ｣ビスを提供している｡

市町村によっては､非営利､営利を意識するあまり､福祉関連事業等を民間事業者へ委託することに消去的である｡
民間事業者を地域提供資源として､民間ならばの特徴やノウハウなど積極的に参画させる機会をお願いしたい｡
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